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要     旨 

 

１ 作成の背景 

プラネタリーヘルスは、2015年にロックフェラー財団とLancet誌合同委員会が発表した

報告書「人新世における人間の健康の安全防護策」で提唱され、急速に普及した概念であ

る。産業革命以降、人間活動の拡大により、気候変動や生物多様性の損失、環境汚染が加

速し、地球環境のレジリエンスが低下した結果、これまでにない規模と進行の速さで人類

の健康リスクが増大している。本報告は、プラネタリーヘルスの基本概念、蓄積された知

見、並びに多様な視点を整理し、激変する地球環境において、分野を超えてウェルビーイ

ングの向上に取り組む共通基盤を提供することを目的として取りまとめた。本報告を踏ま

えることにより、分野を超えた取り組みが活発化し、プラネタリーヘルスが推進されるこ

とを期待する。 
 

２ 現状及び問題点 
プラネタリーヘルスは、人間社会が地球生態系と密接に関連し、地球システムの基盤の

上に成り立っているという「システム思考」に基づき、地球環境の健全性を維持・回復す

ることによって人間の健康とウェルビーイングを守るとする視点に立つ。カーボンニュー

トラル（炭素中立）の達成や持続可能な健康社会の重要性が増しており、そのために学術

界、産業界、行政、民間組織、市民が連携して取り組むことには意義がある。急激な地球

環境の変容の影響を最小限にとどめるためには迅速な対応が必要である。 
国際的なコンソーシアムであるプラネタリーヘルスアライアンスには現在80カ国以上

の500を超える組織が参加して学際的な取り組みが進められている。わが国においても、行

政、産業、研究、教育、医療、地域、その他の分野で関心が高まり、プラネタリーヘルス

を冠する組織や事業の取り組みがすでに始まっている。多様な取り組みがそれぞれの特色

を活かして展開され、激変する地球環境において、分野を超えてウェルビーイングの向上

に貢献するには、プラネタリーヘルスについて共通の理解が必要である。 
 
３ 報告の内容 
 (1) 基本概念 

プラネタリーヘルスは「人間の諸システムと地球の自然システムとに賢明な配慮を払

うことによって達成可能な、最高水準の健康、ウェルビーイングとこれらの公平性を追

求すること」と理解され、これを実現するためには「人類が地球の自然システムに攪乱

をもたらしてきた諸活動が人間の健康及び地球上のすべての生命に及ぼす影響を把握・

理解するとともに、課題解決を志向した実践的取り組みを超学際的に推進し、それを社

会的なムーブメントへと発展させていくこと」が求められている。人類が安全に生存し

続けるための地球環境の限界を示す「プラネタリーバウンダリーズ」や、「持続可能な

開発目標（SDGs）」は、プラネタリーヘルスの概念と密接に関連している。 
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 (2) 地球環境の変容 

気候変動、生物多様性の損失、環境汚染は、地球の三大危機と総称される。最近数十

年間の気候変動は「疑う余地なく人間活動によるもの」であり、今後数十年以内の急速

な温室効果ガス排出削減が不可欠である。人間活動の増大は生物多様性の損失をもたら

し、自然の生態系が人間社会にもたらす多様な恩恵や便益は縮小傾向にある。消費生産

活動を通じて排出される環境汚染物質は、国境を越えてその影響が拡大する。相互に関

連する地球の三大危機は、人間社会と地球システムの双方に深刻な影響を及ぼしている。 

 

 (3) 地球環境と人間の健康・ウェルビーイング 
地球環境の変容に伴い、低所得国や熱帯地域では栄養不良や感染症のリスクが高まり、

高所得国でも高齢者の暑熱関連死が懸念されている。気候変動の影響は農業、水資源、

災害などを介して健康に波及し、食料安全保障の不安定化、精神的社会的影響、健康格

差の拡大も報告されている。生物多様性は、身体的精神的な健康、ウェルビーイングと

も密接に関連する一方、野生動物由来の感染症リスクの課題も併せ持つ。環境汚染では、

大気や水質の汚染、薬剤耐性菌による健康課題の他、新規化学物質の大幅な増加や低濃

度曝露の影響解明の進展により、健康影響の構造は一層複雑化、深刻化している。 
 

 (4) プラネタリーヘルスの取り組み 
地球環境の限界を超えずにウェルビーイングを向上させるための技術開発や方策を

実社会で展開する取り組みが、様々なシステムにおいて進められている。産業システム

では、環境と人間の健康・安全性との関係を考慮し、バリューチェーン全体を通じて持

続可能な製品・サービスを提供することが求められる。医療活動も地球環境への負荷を

かけており、他の産業活動と同様、地球環境変化を通じて健康への負の影響をもたらす

側面もある。医薬品や機材の調達と病院建築、医療施設管理、患者への医療サービスの

提供、研究開発の全てのシステムにおける対策が必要である。気候変動への影響に加え、

化学物質使用や廃棄物管理など温暖化以外の環境負荷に関する包括的な評価と対策、適

切な医療を公平に届けるシステムの構築も課題である。都市システムでは、交通整備、

生態系サービスの活用、循環経済の推進などにより、総合的な取り組みがある。食料シ

ステムにおいては、増加し続ける食料需要を満たしつつ、食料生産由来の温室効果ガス

排出や生物多様性への負荷を最小化する必要がある。食生活を「プラネタリーヘルスダ

イエット（本文 p17参照）」へ転換することも求められる。加えて、自らの専門性を基

盤としつつ超学際アプローチを先導し、地球規模課題に取り組むことのできる人材育成

の仕組みが必要である。 

 
(5) プラネタリーヘルスにおける規範 

プラネタリーヘルスの実践にあたっては、科学的知見や技術的方策のみならず、正義

や倫理に関わる規範的原則を踏まえる必要がある。気候変動や生態系の劣化による健康

影響は、地理的・社会的・世代的に不均等に生じており、健康格差の拡大が指摘されて
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いる。環境変動に伴うウェルビーイングの不公平を是正する正義の観点が必要である。

国際条約等の文書において、プラネタリーヘルスの実現を目標とする明確な指標を設定

することが重要であり、投融資やサプライチェーンを通じた企業活動の環境改善の推進

も考えられる。プラネタリーヘルスは社会の多くのセクターに現状の見直しを求めるも

のであり、価値観や価値体系の再検討も重要な論点である。 
 

 (6) 炭素中立、循環経済、自然再興とプラネタリーヘルス 

プラネタリーヘルスは、地球環境の限界の中で人間の健康とウェルビーイングを維

持・向上させるための統合的アプローチである。その実現には、気候変動対策としての

炭素中立、資源利用の適正化を目指す循環経済、生態系の健全性回復を図る自然再興を

同時に進める必要がある。それは、環境政策にとどまらず、人間の健康・ウェルビーイ

ングにおける公平性の確保を中核に据えた社会変革を意味する。プラネタリーヘルスは、

持続可能でレジリエントな未来社会の構築に不可欠な概念的枠組みを提供するもので

ある。 
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１ はじめに 
プラネタリーヘルスという概念は、ロックフェラー財団と医学学術誌ランセット

（Lancet）による合同委員会が2015年に発表した論文「人新世における人間の健康の安全

防護策」[1]において提示され、国際的に広く知られるようになった。これに先立つ2014年

には、ランセット誌の当時の編集長であったRichard Horton氏が、同誌の論説において、

公衆衛生を地球規模の課題として主流化するために「プラネタリーヘルス」という用語を

戦略的に提示したことを明らかにしている[2]。2015年の報告論文[1]は、プラネタリーヘ

ルスを「人間の諸システムと地球の自然の諸システムとに賢明な配慮を払うことによって

達成され得る、最高水準の健康、ウェルビーイング及び公平性」と定義し、世界保健機関

（WHO）や国際学術会議（ISC）も、現在この定義を採用している。用語としては比較的新

しいが、人間社会が地球の自然環境と相互依存的な関係にあるという認識自体は、決して

新奇なものではない。実際、米国生態学会が提唱した「Planetary Stewardship」[3]や、

後述するプラネタリーバウンダリーズを提唱した研究者らによる「Reconnecting to the 

Biosphere」[4]には、プラネタリーヘルスの理論的骨格となる要素がすでに示されている。

さらに遡れば、1970年にユネスコ（UNESCO）が開始した「人間と生物圏（MAB）事業」[5]

や、同時期に設立された国際環境NGOであるFriends of the Earth[6]の基本理念、武見太

郎氏の提唱した「生存科学」[7]も、プラネタリーヘルスと軌を一にするものである。その

思想的源流は、ヒポクラテス[8]や東洋の古典思想にまで遡り得るとの指摘もある。 

一方、2015年の報告論文[1]に示された抽象的な定義に対し、プラネタリーヘルスを、ア

カデミアにとどまらず多様な社会セクターを含む超学際的領域であり、実践的・社会的活

動を包含する人間の営みとして捉える立場も存在する。Planetary Health Alliance: 

PHA[9]やBarcelona Institute of Global Health: ISGlobal[10]などはその代表例である。

現時点で深刻な混乱が生じているわけではないものの、概念的定義と実践的定義が併存し

ている点には留意が必要である。プラネタリーヘルスとの類似がよく指摘されるワンヘル

スについて、国連の諮問を受けた専門家パネルによる報告書「ワンヘルス：持続可能で健

康的な未来のための新たな定義」[11]では、人間・動物・生態系の健康を統合的に扱う領

域としてワンヘルスの定義が提示された。その考え方はプラネタリーヘルスと近接してい

るが、人獣共通感染症への取り組みから創出されたワンヘルスが感染症に重点を置くのに

対し、プラネタリーヘルスは人間活動が環境に及ぼすインパクト、並びに環境が人間の健

康のみならずその活動自体（civilization）に及ぼす影響を視野に入れている点[1]などに

特色がある。両者の違いが著者の専門分野の分布の違いとしても捉えられることを、300編

以上の論文に基づくレビュー[12]が指摘している。 

こうした「当然の認識」があらためて国際社会で強調されるようになった背景には、20

世紀後半以降の急速な環境劣化により、人間の健康、財産、ウェルビーイングが深刻な脅

威にさらされるようになったこと、さらに地球環境の観測技術やシミュレーション・モデ

ルの進展により地球システムの挙動とその予測が可能となり、環境劣化の影響が定量的に

把握されるようになったことにある。20世紀後半は、平均寿命の延伸や貧困の減少など人

類の繁栄が達成された時代であったが、それは同時に、エネルギー、土地、淡水、栄養塩、
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森林などの大量消費を伴い、地球規模の生態系劣化を引き起こした時代でもあった[13]。

この急激な変化は「大加速（great acceleration）」[14]と呼ばれている。 

生態系劣化の深刻さを定量的に評価する試みとして、2009年に地球環境の許容範囲を示

す「プラネタリーバウンダリーズ」[15]が提唱された。これは、気候変動、生物多様性、

土地利用、海洋酸性化など９つの領域（サブシステム）において、地球の安定性を維持す

るための境界（バウンダリー）を示したものである。プラネタリーヘルスの観点からは、

エネルギー転換や都市構造の変革、消費・生産の見直しなど、社会システム全体の変革に

より、人類の活動をプラネタリーバウンダリーに収めることが求められている。その後、

プラネタリーバウンダリーズは３度改訂され、現在では９領域のうち７領域ですでに境界

を超過していると判断されている[16]。その結果として、気候変動、生物多様性の損失、

環境汚染という、「地球の三大危機（Triple Planetary Crisis）」に直面しているのが現

状である。 

こうした状況に対し、国連は持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: 

SDGs）を掲げて国際的な行動を促してきたが、2025年現在、設定された期間内での目標達

成は危ぶまれている。2015年の報告論文[1]はSDGsとほぼ同時期に公表され、プラネタリー

バウンダリーズ及びSDGsを踏まえたものであることが明記されている。SDGsを三層構造で

表現した「SDGsウェディングケーキ」モデルは、ストックホルム・レジリエンス・センタ

ーのJohan Rockström氏らによって2016年に提案された[17]。このモデルでは生物圏、社会

圏、経済圏の三層が階層的に配置され、下位層の健全性なくして上位層は成立しないこと

が示されている。プラネタリーヘルスは、これらの層間及び層内の相互関係を解析し、そ

の知見を踏まえて実践的行動へとつなげる視座を提供するものと位置付けられる。 
さらに、プラネタリーヘルスは、Ｇサイエンス学術会議共同声明[18,19]に反映されると

ともに、わが国の2023年の持続可能な開発目標（SDGs）実施指針改訂版[20]、第六次環境

基本計画や2025年の健康・医療戦略[21]にも言及されている。また、日本学術会議は、提

言「気候危機に対処するための産官学民の総力の結集－循環経済を活かし自然再興と調和

する炭素中立社会への転換－」（以下、提言『炭素中立社会』と略）[22]において、地球

環境保全を基盤としたウェルビーイングを扱う概念としてプラネタリーヘルスを取り上げ、

日本医学会は、創立120周年記念事業「未来への提言」において地球規模の健康問題への対

応を重要課題とし、社会的課題を含むワンヘルスとプラネタリーヘルスの研究推進と社会

啓発、医学・医療の活動に伴う温室効果ガス排出の削減を通じたカーボンニュートラルの

達成を提唱している[23]。 
プラネタリーヘルスがもともとはプラネタリーバウンダリーズを背景として組み立て

られたためか、戦争・紛争を含む地政学的状況との関係についてはあまり議論されてこな

かった。しかし、戦争による環境破壊や、環境の劣化による紛争の勃発など、地政学的リ

スクとプラネタリーヘルスには深い関連がある。局地的な核戦争が全球的な核の冬とそれ

に伴う飢餓を介して、多大な生命・健康リスクを生ずるというシミュレーション[24]もあ

り、現実にも、ウクライナの戦争が欧州グリーンディールのエネルギー・食料政策に影響

を与えている。地政学的な混乱の最中でも機能しうるプラネタリーヘルスのガバナンスの
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在り方[25]など新たな課題も浮上している。 

急激な地球環境の変容の影響を最小限にとどめるためには迅速な対応が必要である。プ

ラネタリーヘルスは、多数の学術領域が関わる学際領域であると同時に、学術界を超えて、

行政、産業界、民間組織、市民との連携を不可欠とする超学際的アプローチを必要とする。

わが国においても多くの分野で関心が高まり、プラネタリーヘルスを冠する組織や事業の

取り組みがすでに始まっている。多様な取り組みがそれぞれの特色を活かして展開され、

激変する地球環境において、分野を超えてウェルビーイングの向上に貢献するには、プラ

ネタリーヘルスについての共通の理解に基づく必要がある。本報告は、プラネタリーヘル

スの基本概念、蓄積された知見、並びに多様な視点を整理して解説し、多様な背景の関係

者に共通基盤を提供することを目的として取りまとめた。 
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２ 地球環境の変容 
現代社会が直面している地球規模の危機は、気候変動、生物多様性の損失、環境汚染の

三つに代表され、これらは「地球の三大危機（Triple Planetary Crisis）」と総称される。

これらの危機は相互に密接に関連し合いながら、地球の生態系の安定を損ない、社会・経

済システムを含む人間活動全体に広範かつ深刻な影響を及ぼしている。 

 

(1) 気候変動 

現在観測されている気候システムの変化は、産業革命以降に急増した温室効果ガスの

排出、とりわけ二酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、一酸化二窒素（N₂O）に起因するこ

とが科学的に明らかになっている。大気中CO₂濃度は産業革命以前の約 280 ppmから 420 

ppm前後にまで上昇し、少なくとも過去 80万年で例のない水準に達している[26]。これ

に伴い、地球の平均気温は 1880 年以降で約 1.1℃上昇し、過去数十年間には極端高温、

豪雨、干ばつ、強度を増した熱帯低気圧などの極端気象現象の増加が各地で観測されて

いる[27]。さらに、氷床融解、海面上昇、海洋酸性化、大規模生態系変化など、気候シ

ステムには不可逆的変化に至るティッピングポイント（転換点）が存在する可能性が指

摘されている[27]。 

気候変動の影響は地域によって異なるが、特に低緯度地域や乾燥地域では気温上昇と

降水変動の影響が大きく、食料生産や水資源への影響を通じて社会的脆弱性を高めるこ

とが指摘されている[28]。近年の研究では、サハラ以南アフリカや南アジアなどの低緯

度地域では極端高温の頻度や強度の増加が顕著であり、農業生産の低下や健康リスクの

増大が懸念されている[29]。これに対して、国際的には国連食糧農業機関（FAO）や世界

保健機関（WHO）などを中心に、気候変動に適応した農業技術の導入、水・衛生環境（WASH）

の改善、感染症サーベイランス強化などの対策が進められている。 

日本でも気候変動の影響は顕在化しており、観測記録によれば年平均気温は過去 100

年間で約 1.4℃上昇しており、世界平均を上回る上昇率を示している[30]。都市部では

ヒートアイランド現象が強化され、夜間の高温化が進む。降水特性の変化として、短時

間強雨や線状降水帯の発生頻度が増加し、洪水や土砂災害のリスクが高まっている。ま

た、台風についても勢力の強大化や経路の北上傾向が報告されており、これらの変化は

農業、漁業、生態系、水資源管理、都市インフラなど、社会の広範な領域に連鎖的な影

響を及ぼしている。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報告書（AR6）は、人間活動、主と

して温室効果ガスの排出が、疑う余地なく地球温暖化を引き起こしてきたと結論付け、

今後数十年以内の急速な温室効果ガス排出削減が不可欠であると指摘する。特に地球温

暖化を産業革命前比で 1.5℃以内に抑えるために許容される二酸化炭素の累積排出量

（残余炭素予算）は極めて限られており、現行の排出経路のままでは 2030年代前半にこ

の目標を超過する可能性が高い[28]。一方、SSP5-8.5のような極端な高排出シナリオは、

近年の政策、技術、排出動向を踏まえると、現時点では現実的な将来シナリオとはみな

されにくくなっている[31]。同報告書はまた、排出削減を目的とする緩和策と、気候変
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動による被害を軽減するための適応策を統合的に進める必要性を強調しており、極端気

象の増加や不可逆的変化のリスクを踏まえた、計画的な対応の重要性を指摘している。

例えば、猛暑や豪雨の頻発を前提とした都市インフラ整備、洪水・高潮リスクを考慮し

た土地利用計画や防災対策、熱中症対策を含む公衆衛生体制の強化、再生可能エネルギ

ー導入や省エネルギー化を促進する産業・エネルギー政策の転換などが挙げられる。 
また、温暖化対策をめぐる国際政治には不確実性も存在している。例えば、米国は 2026

年１月にパリ協定から正式離脱し、さらに国連気候変動枠組条約本体からの離脱を表明

しており、主要排出国の政策動向は、国際的な気候変動対策の実効性や国際協調に大き

な影響を及ぼす可能性がある。 
 

(2) 生物多様性の損失 

SDGsのウェディングケーキ[17]が示すように、生物圏は社会、経済を支える基盤であ

る。しかし現在、人間活動が増大し、生物多様性はかつてない規模で深刻な危機にさら

されている。プラネタリーバウンダリーズの 2025年最新版[32]によると、生物多様性の

損失は、生物地球化学的循環、新規化学物質に並んで、すでに地球の許容範囲を超えて

いると評価されている。生命誕生から約 40億年という地球の長い歴史において、地球上

の生き物は５度の大量絶滅を経験してきたが、現代には人間活動を主因とする第６の大

量絶滅が引き起こされていると指摘されている[33]。 

生物多様性の損失をもたらす要因について、生物多様性及び生態系サービスに関する

政府間科学･政策プラットフォーム（IPBES）地球規模報告書[34]は、損失を直接的にも

たらす直接要因と、その背後にある社会経済などの間接要因に整理している。直接要因

は、土地・海域利用の変化、直接採取、気候変動、汚染、侵略的外来種が挙げられてお

り、これらはいずれも人間活動と密接に関連している。日本においては、これらに加え

て、人口減少による耕作放棄が里山環境の劣化を招き、生物多様性の損失を加速させて

いることが指摘されている[35]。 

IPBES 地球規模報告書[34]によると、生息地の面積や状態に関する多くの指標が、10

年あたり少なくとも１％の割合で減少しており、自然ベースラインと比較して現在は約

半分の水準にまで低下している。特に、藻場、湿地、サンゴ礁、原生的な森林景観など

において、量・質の双方の劣化が顕著である。日本においても、「生物多様性及び生態

系サービスの総合評価 2021」[36]により、耕作放棄を含む直接要因が依然として生物多

様性の損失に大きな影響を与えており、生態系サービス全体が劣化傾向にあることが示

されている。これまでの保全・管理の取り組みにより、生物多様性の損失速度には一定

の緩和傾向が見られるものの、依然として回復軌道には至っていないのが現状である

[37]。 

 

(3) 環境汚染 

社会・経済の発展に伴い、人類は日々の消費・生産活動を通じて環境汚染物質を排出

し続けてきた。それらは自然の浄化能力を超え、結果として大気、水、土壌などの自然
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環境に持続的な汚染をもたらしている。日本の近代史においても、19世紀後半の足尾銅

山鉱毒事件をはじめ、水俣病、イタイイタイ病や、四日市ぜんそくなど、環境汚染が深

刻な健康被害を引き起こしてきた経験がある。こうした問題は過去のものではなく、21

世紀においても、多くの新たな汚染物質の出現を含め、地球環境とそこに住む人々の生

活に継続的かつ重大な影響を及ぼしている。 

世界的には、1970年代の高度経済成長期にヨーロッパ諸国で深刻化した酸性雨の問題

が示すように、汚染物質は大気や水循環を通じて国境を越え、他国の環境や生態系にも

影響を及ぼすことが知られるようになった。環境汚染は一国に留まらない地球規模課題

と位置付けられる。前述のプラネタリーバウンダリーズ[32]においても、「生物地球化

学的循環(Biogeochemical Flows)」「大気エアロゾルによる負荷（Increase in 

Atmospheric Aerosol Loading）」「新規化学物質（Introduction of Novel Entities）」

の３領域と密接に関連する課題として位置付けられている。化学物質による汚染から、

マイクロプラスチックによる海洋汚染に至るまで、その影響範囲は広範である。 

現代においても、主に先進国の消費活動が他国の環境汚染濃度を高め[38]、その影響

は国境を越えて拡大し続けている[16]。環境汚染は人々の健康に直接影響をもたらす他

[4]、科学的知見は限定的であるものの、大気汚染物質が一部の熱帯地域においてサイク

ロンの強度を増大させる可能性など、気候システムへの影響も示唆されている

[16,39,40]。加えて、環境汚染は気候変動と並んで、生物多様性の損失を加速もするこ

とも報告されている[34]。その結果、自然災害による被害の増大や、生態系サービスの

劣化に伴う農作物生産量の変化などを通じて、汚染物質は間接的にも人々の生活基盤に

深刻な影響を及ぼしている。 

また、新たな汚染として、抗菌剤汚染（antimicrobial pollution）が注目されている。

これは人間と家畜、医療・農業活動など複数の汚染源が存在し、環境中での相互作用に

よって複雑化し、薬剤耐性（antimicrobial resistance: AMR）の発生・拡大を促進して

いる[41]。AMR 対策では、単一セクターに限定した対応では不十分であり、農場や生産

単位、サプライチェーン、地域・国家レベルの抗菌薬使用管理など、複数のスケールを

横断した協調的枠組みが必要とされる[42]。AMR対策は 2015年以降の G７サミットで繰

り返し議題として取り上げられているが、2025年時点では、AMRを包括的に規制する条

約レベルの国際法的枠組みはまだ確立されていない。 

環境汚染の低減に向けては、近年いくつかの国際的枠組みが整備されつつある。具体

的には、「化学物質に関するグローバル枠組み（Global Framework on Chemicals: GFC）

（2023年採択）」[43,44]や、「化学物質、廃棄物及び汚染に関する政府間科学・政策パ

ネル（ISP-CWP）（2025年設立）」[45,46]が挙げられる。日本国内でも GFC国際枠組み

採択を受け、GCF国内実施計画が 2025年に公表され、化学物質のライフサイクルを通じ

た化学物質管理を目指している[44]。しかしながら、汚染物質による脅威は依然として

人々の健康や生活に影響を及ぼしている。日本学術会議は 2020年の提言「マイクロプラ

スチックによる水環境汚染の生態・健康影響研究の必要性とプラスチックのガバナンス」

において、国際的に協調したガバナンスの必要性を指摘している[47]。その後、2022年
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には「プラスチック汚染を終わらせる：法的拘束力のある国際文書（条約）」が国連で

決議されたが、2026 年５月現在、なお交渉は継続中である[48,49]。このように、環境

汚染をめぐる国際的対応は進展しつつあるものの、新たに出現する汚染物質に対しても

対応するために、個々の物質の評価や対策では対応できないような横断的、包括的課題

について、ISP-CWP などの国際的枠組みの議題とし、新たな技術を活用した学術的な知

見を蓄積する連携が求められる。 
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３ 地球環境と人間の健康・ウェルビーイング 
地球規模で進行する気候変動、生物多様性の損失、環境汚染という三つの危機は、直接

的または間接的に人間の健康とウェルビーイングに深刻な影響を及ぼしており、その影響

に関する科学的知見が着実に蓄積されている。 
 
(1) 気候変動と健康 

気候変動は、気温上昇や極端気象の頻発、生態系や社会基盤の変化を通じて、世界各

地で多様な健康影響をもたらしている[28,50]。日本でも豪雨や台風などによる気象災

害が繰り返し発生しており、今後の健康リスクの増大が懸念されている[51]。 
健康影響は多岐にわたる。まず、熱波の頻発や高温環境の長期化に伴い、熱中症や暑

熱関連疾患の増加傾向が挙げられる。特に高齢者や基礎疾患を有する人々では、日中や

夜間の高温により死亡リスクが増加することが示されている[52,53]。加えて、豪雨や台

風などの極端な気象現象、並びに洪水や森林火災といった気候関連災害は、外傷や溺水、

感染症、急性呼吸器疾患の増加を招くだけでなく、避難生活に伴う多様な健康問題を引

き起こす[28,54]。さらに、災害後には心理的ストレスや心的外傷後ストレス障害（PTSD）

など、長期的なメンタルヘルスへの影響が生じることも広く報告されている[55]。 

気候変動に伴う生態系や社会基盤の変化も健康リスクを高める要因となる。節足動物

媒介感染症や水系感染症、食品媒介感染症などの地理的分布や季節性が変化し、従来は

非流行地域であった地域においても新たなリスクが生じている[28,56]。また、高温や干

ばつは農作物の収量低下をもたらし、低栄養や食料安全保障への影響が懸念されている

[28,57]。干ばつは歴史的に世界で最も多くの死者をもたらしてきた自然災害のひとつ

とされ、現在でもアフリカの角地域や南アジアなどで大規模な人道危機を引き起こして

いる[58]。 

水質悪化を通じた衛生環境の不安定化も報告されている。さらに、大気汚染（PM2.5 や

オゾン）との相互作用により、呼吸器・循環器疾患の発症リスクが増幅することが知ら

れている[28,59]。 

社会的・心理的側面への影響も無視できない。高齢者、低所得層、屋外労働者などの

脆弱集団は気候変動の影響を受けやすく、既存の健康格差が拡大する可能性が指摘され

ている[28,60]。気候関連災害後のメンタルヘルス問題や、将来への不確実性環境劣化に

対する不安から「気候不安（eco-anxiety）」も報告されており、心理社会的支援の重要

性が増している[61]。 

こうした複合的な健康影響に対応するためには、緩和策と適応策を健康の観点から統

合的に推進することが求められる。再生可能エネルギー導入や交通・住宅政策の脱炭素

化は、大気汚染の改善や慢性疾患予防などの健康コベネフィットを同時にもたらすこと

が示されている[62]。さらに、公衆衛生、医療、都市計画、社会政策を組み合わせ、災

害に強い社会基盤と健康レジリエンスの構築を図る取り組みが求められる。日本では、

熱中症警戒アラートや感染症サーベイランスの整備が進んでいるものの、高齢社会にお

ける暑熱対策、都市部のヒートアイランド対策、脱炭素化など、多くの課題が残されて
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いる。 
総じて、気候変動は健康リスクを多面的かつ複合的に増大させる社会的課題であり、

科学的エビデンスに基づき、環境・社会・健康を統合的に捉えた政策形成を進めること

が、持続可能でレジリエントな社会の構築に不可欠である。 
 
(2) 生物多様性の損失と健康 

生物多様性や生態系は、人間社会に多様な恩恵をもたらしており、これらは総称して

「生態系サービス」と呼ばれる[63]。これまで、生態系サービスは、食料や水などの供

給を担う供給サービス、気候の調節や災害の低減に寄与する調整サービス、精神的な豊

かさや文化的な価値をもたらす文化的サービス、土壌形成や生物多様性の維持といった

基盤サービスに分類されてきた[64]が、近年の新型コロナウイルス感染症の世界的流行

を契機として、人間社会と生物多様性の関係性の中で「健康」が着目される機会が増え

てきた。 

生物多様性と人間の健康との関わりには、健康を促進する正の側面と、健康リスクを

高める負の側面の双方が存在する。 

正の側面としては、生物多様性がもたらすウェルビーイングへの寄与が挙げられる

[65]。ウェルビーイングとは、身体的、精神的に健康な状態であるだけでなく、社会的、

経済的に良好で満たされた状態にあることを意味する概念である。特に精神的健康は、

生態系サービスのうち文化的サービスとの関連が大きい。自然との接触、例えば森林浴

のみならず、居住環境から緑が視認できることが、心身の健康に好影響を与えることが

質問紙調査や手術後患者の回復過程の分析などから示されている[66,67]。また、自然環

境との接触がヒトの微生物叢の多様性を高め、免疫機能の調整を通じてアレルギー疾患

発症を抑制する可能性を示唆する「生物多様性仮説」[68]も提唱されている。基盤サー

ビスと生物多様性を維持することは、医薬品を含む有用物質の供給源としても重要であ

る。 

一方、生物多様性との関わりは、健康に対する負の側面も有している。その代表的な

例が、野生動物由来の感染症である。感染症をもたらす病原体も生物多様性の構成要素

であり、生物多様性の高い場所においては多様な病原体が存在する。近年の新型コロナ

ウイルス感染症をはじめ、感染症の出現・拡大が大きな社会問題となっている。鳥イン

フルエンザ、CSF（豚熱）、エボラウイルス感染症などは野生動物由来の感染症であり、

新型コロナウイルスに関しても、コウモリが自然宿主である可能性が高いとされている

[69]。また、最近では、野生動物に寄生するダニを介して感染する重症熱性血小板減少

症候群（SFTS）も着目されている[70–72]。 

これらの感染症は、人間あるいは家畜・家禽が野生動物に接触することにより発生・

拡大するものであり、気候変動による生物分布変化、野生動物の捕獲と消費に加えて生

息地破壊による野生動物との接触機会の増加[73]、グローバル化による人や物の移動に

よる病原体の拡散、そして人口減少によって野生動物の管理が十分に機能しなくなるこ

となどが複合的に関与していると考えられる。 
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生物多様性を保全し、ウェルビーイングを含む生態系サービスを持続的に享受するた

めには、原初的な自然との適度な距離感を保ち、不要な接触を回避すると同時に、人と

野生動物の境界に位置する里山など人の手が加わった二次的自然において、野生動物の

管理を適切に行うことが必要である。 
 
(3) 環境汚染と健康 

2019 年の世界疾病負担研究(Global Burden of Diseases, Injuries, and Risk 

Factors Study)によると、世界では環境汚染によって年間約 900 万人が死亡しており、

これは全死亡の約６分の１に相当する[74]。内訳としては、大気汚染（室内・室外を含

む）による死亡が約 667万人、水質汚染による死亡が約 140万人、鉛曝露による死亡が

約 90万人と推計されている。これまでの世界的な対策の進展により、室内大気汚染や水

質汚染による死亡は減少しているが、その一方で、室外大気汚染や毒性化学物質（鉛な

ど）といった近代的な環境汚染リスクによる死亡は、過去 20年間で増加している。これ

らのリスク要因による死亡は、2019年時点で、2015年比で７％、2000年比で 66％増加

したと報告されており、なお未把握の影響が存在する可能性も指摘されている[75]。例

えば鉛については、ガソリンへの含有規制により、環境中濃度は低下しているものの、

近年の研究では、これまで安全と考えられていたよりも低い曝露レベルにおいても、心

血管系疾患や腎疾患のリスク上昇が認められている[76,77]。このことは、大気汚染

（PM2.5 やオゾンなど）や鉛など、近代社会に伴って形成されてきた環境汚染物質につ

いて、低濃度曝露による健康影響評価を一層精緻化する必要性を示している。環境汚染

物質は、死亡のみならず疾病負荷の増大を通じても人々の健康に広範な影響を及ぼして

いる。障害調整生存年（DALY）による評価では、粒子状物質への曝露が、すべての疾病

によって失われる年数の約８％を占めると推定されている[78]。さらに、大気汚染の影

響は、一国にとどまらず、国境を越えて広がっている。具体的には、G20 諸国の消費に

より、世界で約 198万人の早期死亡（乳幼児を含む）が引き起こされていると推計され

ており、これは G20 諸国における約 28 人分の生涯消費が１人の死亡に相当することを

意味する[38]。このように、日常的な消費行動が他国の環境汚染と健康影響に結び付い

ている現状を、地球規模の相互依存の中で捉える必要がある。 

加えて、急速に深刻化している薬剤耐性（AMR）による死亡は 2021年に約 471万人と

推定されており、2050年には関連死亡者数が約 822万人に達する可能性が示されている

[79]。このような中、AMR対策の国際的なアクションプランが 2015年英国エルマウ G７

サミット、2016年伊勢志摩 G７サミットで討議され、対策が強化された。また日本では、

2023年に「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン 2023-2027」が策定され、ヒト、畜産、

水産、愛玩動物分野を含む包括的な監視・対策が進められている[80]。しかし、食料品

の多くを輸入に依存する日本においては、環境汚染を介した国際的影響を踏まえ、プラ

ネタリーヘルスの視点から、各国が連携した AMR対策を推進することが一層重要である。 
また、マイクロプラスチックは、食品、空気吸入、皮膚接触などを通じて体内に取り

込まれ、肝臓、脾臓、心臓、胎盤など複数の臓器に蓄積することが報告されている[81]。
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疫学的エビデンスは依然として限定的であるものの、イタリアの研究では、動脈硬化プ

ラーク内にマイクロ／ナノプラスチックが存在し、それを有する患者において心筋梗塞、

脳卒中、死亡リスクが有意に高いことが報告されており[82]、人体への影響の解明に向

けたさらなる研究が求められている。 
以上のように、環境汚染によって、人々の健康は多面的かつ深刻な影響を受けており、

その影響は国境を越えて拡大している。加えて、低濃度曝露や新規化学物質による健康

影響については、未解明の点が多い。今後は、個別の物質の健康影響にとどまらず、国

境を越えた健康・環境影響評価、データの共有、環境汚染のリスクの包括的評価など、

国・地域単位を超えた取り組みが必要である。また環境汚染の影響は対象者や地域の社

会的背景によって異なる様相を示すことがあり、社会的背景を踏まえた健康影響評価と

それに基づく対策は重要である。 
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４ プラネタリーヘルスの取り組み 
プラネタリーヘルスは、地球の自然環境と人間社会が相互に密接な関係にあることを認

識し、その現状把握や将来予測を行うだけでなく、地球環境の限界を超過することなく人

間の健康とウェルビーイングを維持・向上させるための技術や方策を考案し、実際に社会

へ実装していくことを重視する概念である。そのため、科学的知見の統合と同時に、政策、

産業、教育、市民社会を含む幅広いセクターにおける実践的な取り組みが不可欠である。 
 
(1) プラネタリーヘルスに関する国際的・社会的取り組みの展開 

ここでは、冒頭に触れた 2015年の報告論文[1]発表以降の主な国際的・社会的取り組

みについて概観する。プラネタリーヘルスは、広範な社会セクターに適用可能な包括的

フレームワークである。このため、その理念や要素を内包する活動や事業は、意図的で

あるか否かを問わず、すでに数多く存在していると考えられる。一方で、社会への浸透

と普及を進めるためには、プラネタリーヘルスの枠組みに基づく取り組みであることを

明示的に位置付けることも重要である。 

アカデミアにおいては、プラネタリーヘルスを名称に冠した教育プログラムや研究組

織を有する大学・研究機関が、欧米を中心に増えており、近年は国内においてもその動

きが徐々に広がりつつある。Lancet誌の姉妹誌として、Lancet Planetary Healthが 2017

年に創刊され、2025年現在も高い引用度を維持しており、本分野における研究成果の発

信と国際的な知見共有に重要な役割を果たしている。 

行政の取り組みとして特筆すべき例が、国家的な方針としてプラネタリーヘルスを明

示的に掲げたマレーシアである。同国では、約２年にわたる検討を経て、プラネタリー

ヘルスに基づく国家行動計画[83]が 2025年 11月に公表された。その中で、高等教育全

般においてプラネタリーヘルスの視点を組み込むことが明示されている。 

国内外の環境関連の政策文書において、人間の健康やウェルビーイングと環境課題の

関係を明示的に取り上げ、政策に反映されるようになっている。例えば、2021 年 11 月

の第 26回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP26）において人間の健康に焦点をあて

る保健プログラムが提案され、気候変動と健康に関する変革的行動のためのアライアン

ス（Alliance for Transformative Action on Climate and Health：ATACH）[84]が発足

し、日本も参加している。また、生物多様性の損失を反転させる「自然再興（ネイチャ

ーポジティブ）」に向けて、2022年 12月に生物多様性条約第 15回締約国会議（COP15）

において、昆明・モントリオール生物多様性枠組[85,86]が採択され、その中で生物多様

性と健康の関係が明示的に取り上げられた。一方、2023年に公表された IPCC AR6の第

７章では「健康、ウェルビーイング、コミュニティの構造変化」として気候変動と健康

の関係が詳細に報告された。日本においても、第六次環境基本計画や健康・医療戦略、

SDGs実施指針改訂など、重要な政策文書の中で、人間の健康やウェルビーイングとの関

係に注視したプラネタリーヘルスが政策の方向性を示すフレームワークとして言及さ

れるなど、行政分野での注目が高まりつつある。 
その他の国連機関による関連する取り組みにおいて、プラネタリーヘルスは地球環境
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課題と人間の健康やウェルビーイングの課題を包括的に扱うアプローチとして、世界保

健機関（WHO）[87]、国連環境計画（UNEP）[88]、国連開発計画（UNDP）[89]などの多く

の国際機関が取り入れている。また、国連食糧農業機関（FAO）、WHO、国際獣疫事務局

（WOAH）、UNEPは専門家パネルにワンヘルスの定義を諮問し[90]、将来起こりうるパン

デミックの予防に向けて共同行動計画を策定した[91]。感染症領域の課題へのアプロー

チとして、プラネタリーヘルスの枠組みと大きく重なるものである。 

プラネタリーヘルスアライアンス（Planetary Health Alliance：PHA [9]）は、2015

年の報告論文の発表を受けて設立された国際的コンソーシアムであり、研究と実践との

双方向的連携を重視しながら、プラネタリーヘルスの世界的普及を目的とした活動を展

開している。2025年現在、事務局は米国ジョンズ・ホプキンス大学に置かれ、80カ国以

上から 500を超える組織が参加し、メーリングリストには２万人以上が登録されている。

2017年以降、計７回の総会が開催されており、研究者に加えて、政策実務者、企業関係

者、先住民グループなど、多様な主体が参加している点が特徴である。2024年にはロー

ドマップと活動計画を策定し、ビジネス、ガバナンス、教育を重点分野とし、これらに

共通する要素としてコミュニケーションの強化が掲げられた。PHAは世界に 10ヶ所以上

の地域ハブ（regional hub）を設置し、地域特性を踏まえた取り組みを重視している。

日本ハブが 2023年に開設されて、事務局は長崎大学に置かれ、現在東アジアハブの事務

局機能も担って活動している。 

 
(2) 産業・医療分野の取り組み 

産業は、衛生的かつ快適な生活環境を実現することで、人間の健康とウェルビーイン

グの向上に大きく寄与してきた[92,93]。一方で、1960年代には大気・水質汚染が、1990

年代には地球温暖化が、2000年代にはプラスチック汚染など、多くの環境問題の要因と

して産業活動の影響が指摘されている。従来、産業における「安全」とは、主として事

故防止を意味し、急性毒性や火災のリスクを低減し、材料強度や耐久性などを確保する

ことを指してきた。しかし今日では、人間の安全と地球環境の安全は不可分であり、安

全性の概念をより広く、持続可能性を包含する形で再定義することが求められている。

OECD諸国の上場・グローバル企業を対象にしたデューク大学による国際調査では、環境

影響と人間の健康の関連性を認識している企業は 58％にとどまり、具体的な企業方針や

社会貢献戦略を有する企業は 46％に過ぎないと報告されている[94]。一方、欧州では、

マイクロプラスチック規制[95]や「物質及び混合物の分類・表示・包装（CLP）」規則改

正[96]など、製品の安全性を環境及び健康の観点から再評価する新たな法制度が次々に

導入されており、産業界には個別製品にとどまらず、原材料調達から廃棄に至るまでの

バリューチェーン全体での課題解決が求められている。 
産業活動による環境への負荷については医療セクターも例外ではなく、世界全体で温

室効果ガス排出量の約 4.4％、国内でも約 4.6％を占めるとされている[97,98]。医薬品

や機材の調達と病院建築、医療施設管理、患者への医療サービスの提供、研究開発の全

てのシステムにおける排出削減が必要である。各国の政府機関や医療関連組織は、ATACH
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（Alliance for Transformative Action on Climate and Health）への加盟[99,100]を

通じて脱炭素化を達成しようとしている。わが国においては、目標期日の設定、公約達

成への計画策定、国際的な貢献が求められる。目標達成には、気候変動への影響に加え、

化学物質使用や廃棄物管理など、温暖化以外の環境負荷に関する包括的な評価と対策が

必要であり、医療現場に適用可能な技術[101]や評価指標[102]が開発されているが、さ

らなる技術開発、イノベーション支援、対策に対する経済的支援が期待されている。プ

ラネタリーヘルスにおいては、医療活動による環境負荷を小さくすることと同時に疾病

予防と治療効果を最適化すること、さらに公平性の確保も重視され、災害時にもこれら

の条件を満たす医療が途切れることのない持続可能な医療システムの構築が必要であ

る[101]。80 カ国以上の医療関係機関が参加する GGHH（Global Green and Healthy 

Hospitals）が、好事例共有と技術開発、啓発活動を展開している[103]。職能団体であ

る世界医師会、国際看護師協会、国内では日本医師会や日本看護協会、病院団体も、対

策の推進を担っている。民間の取り組みも活発であり、医療、産業、行政、学術のセク

ターとの連携を通して医療機関及び医療産業への具体的な情報提供と幅広い政策提案

を行う日本医療政策機構[104]、医療現場での普及をはかる日本プライマリ・ケア連合学

会やその他の医療学術団体があり、さらに多くの組織の積極的関与が期待される。 

また、企業活動に対する社会的要請の高まりを背景に、ガバナンス指標の情報開示が

進展している。従来の気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に加え、2021年に

は自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）が発足し、2023年に最終提言を公表し

た[105]。これにより、企業には気候変動のみならず、生物多様性の損失や環境汚染とい

った自然資本への影響を含めた説明責任が求められている。カーボンニュートラルの達

成は、1.5℃目標の実現に向けた喫緊の課題である[106,107]とともに、汚染抑制や生態

系の維持を含めた統合的な取り組みが今後ますます重要となる[108]。プラネタリーヘ

ルスの視点は、産業分野におけるこうした複合的課題を横断的に捉え、人間の健康と地

球環境の双方を持続的に守るための共通基盤を提供するものである。 

 
(3) 都市における総合的な取り組み 

2018 年にすでに 42 億人に達した世界の都市人口は、2050 年には 67 億人に達すると

推計されている[109]。都市人口の増加は、都市におけるエネルギー消費総量の増加をも

たらすことから温室効果ガス排出を増加させるとともに、人為的に形成された都市空間

の拡大により自然生態系の変容、人と産業の集積に伴う環境汚染リスクの複雑化をもた

らしている。また、都市域の低地への急速な人口移動に伴い、標高５ｍ以下の土地に居

住する人口が 2030 年には 1.6 億人を超え、洪水被害を受けるリスクが高い人口は都市

人口の約 14％に達すると推計されている[110]。都市の高密度化は、感染症流行時の罹

患リスクを高める一方、身体活動量が相対的に少ない都市型ライフスタイルは非感染性

疾患の罹患リスクを高める。さらに、人工的構造物で構成される都市空間の拡大はヒー

トアイランド現象により都市の温暖化を加速し、熱中症リスクを高めている。一方、都

市化が進む地域であっても、新技術の活用や産業構造・生活様式の変化に伴い、単位面
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積当たりの硫黄酸化物や窒素酸化物の排出量が減少した例も報告されており[110]、都

市の環境負荷削減は、適用可能な技術水準や政策選択に大きく依存する。 
都市交通分野では、自動車交通に代わる移動手段として、公共交通機関や自転車移動

の環境整備が地球環境と市民の双方の健康に寄与することについて、社会実装実験、都

市計画と都市交通の再整備、好事例の共有により広く認識され、取り組みが広がった

[111]。欧州の都市を中心に普及した「15分都市（15 Minutes Cities）」の概念は、職

場や学校及び生活に必要なサービスへのアクセスを徒歩や自転車圏内に集約する総合

的な都市計画として展開されている[112]。一方、グローバルサウスの国々の都市化は急

速であり、人口の急激な増加と土地利用、産業とライフスタイルの変化とともに、自動

車交通の普及が早い。国連開発計画（UNDP）、国連環境計画（UNEP）、国連地域開発セ

ンター（UNCRD）、世界保健機関（WHO）などが、これらの地域の都市化の初期段階から

の持続可能な都市計画、都市交通計画の策定と、それに基づく都市整備の具体的なモデ

ルを示し、整備に伴う炭素排出量、大気汚染の減少と身体活動による健康上の利点、経

済的価値を可視化し、実現可能で持続可能な都市交通システムの導入を促す取り組みの

加速に取り組んでいる[113]。 

このように、気候変動緩和策が人間のウェルビーイングに好ましい影響をもたらす事

例はコベネフィットとして整理され[114]、都市交通を含む都市構造そのものが市民の

身体活動量や健康指標に影響を与えることについて、幅広い科学的知見が蓄積されてい

る[115–117]。健康増進とエネルギー消費削減、環境汚染低減を同時に目指す都市事業が

展開され、評価指標の開発やデータ共有基盤の整備も提案されている[118–120]。 

都市における緑地や水辺環境が健康増進効果をもたらすことについての研究成果が

蓄積され[121,122]、公園や緑地、水辺の環境整備と健康推進活動を連携させる手法も普

及した[123,124]。また、自然環境に親しむことがウェルビーイングにもたらす効果の研

究成果も蓄積され[125]、疾病からの回復や健康増進を目的として Nature-based 

solutionsが医療や地域施策に採用されるようになった[126]。フィンランドのラハティ

市では、都市の自然保全と市民の健康増進を両立させる取り組みが評価され、2021年に

欧州委員会の European Green Capital 賞を受賞しており、プラネタリーヘルスに基づ

くまちづくりの好例とされている[127]。オーストラリアのブルーマウンテンズ地域で

は、山火事や洪水といった気候災害に直面する中で、自然システムの健全性回復と、コ

ミュニティの健康・ウェルビーイング・回復力を高める地域活動を自治体が支援する仕

組みが構築されている[128]。日本では健康を重視する包括的な都市政策である健康都

市を推進する自治体の中に、プラネタリーヘルスの推進を目標として事業を計画して取

り組む自治体が出ている。 

循環経済を都市の単位で推進する試みも活発化している[129]。これらの取り組みで

は、経済成長を唯一の目的とするのでなく、人と地球のニーズを活動の中心に据え、公

平性を重視する「ウェルビーイング経済」[130]や、人間の基本的ニーズと地球の限界と

の均衡を図る「ドーナツ経済」[131]の理論を応用し、産業構造やライフスタイルの転換

に取り組んでいる。プラネタリーヘルスの視点に立脚したまちづくりの一形態と位置付

https://uncrd.un.org/ja
https://uncrd.un.org/ja
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けられる。 
都市における気候変動の適応策として、豪雨などの極端気象にレジリエントな建築・

都市環境の整備、災害時にも医療や社会サービスへのアクセスを確保する体制の強化、

熱中症予防の環境整備と予防・応急処置行動の普及啓発など、市民生活に身近な都市の

単位で医療機関などの協力も得て対策が展開されている[132]。 

このような都市単位の取り組みは、ヘルシー・シティ（Healthy Cities）[133]、ヘル

シー・サステイナブル・シティ（Healthy and Sustainable Cities）[134]、C40都市気

候リーダーシップグループ(C40 Cities Climate Leadership Group）[135]、気候中立ス

マート・シティ（Climate Neutral and Smart Cities）[136]など、様々な都市ネットワ

ークを通じて展開されている。ウェルビーイング重視型、環境の持続可能性重視型、大

都市中心型、中小都市を含むものなど、それぞれに特徴があるが、都市における多分野

連携と市民参加を基盤としている点は共通している。近年では、都市におけるワンヘル

スを掲げるワンヘルス・フォー・シティ(One Health 4 Cities)や[137]、ワンヘルスと

プラネタリーヘルスを統合的に捉える One/Planetary Health Citiesとして普及を図る

例もある[138]。 

将来の都市の成長に向けては、これまで都市活動が人類社会にもたらした恩恵と、環

境への負荷の双方を踏まえ、生産と消費の削減や人と自然の近接性の回復を通じて、プ

ラネタリーバウンダリーズへの負荷を低減する方向性も提案されている[139]。 

 
(4) 食料システムに関する取り組み 

世界では依然として６億人以上が飢餓に直面しており[140]、低・中所得国を中心とし

た食料供給の拡大が求められている。さらに、将来の人口増加と経済発展を背景として、

2010年から 2050年にかけて世界全体の食料需要は 30～50％増加すると見込まれており

[141]、地球規模での食料生産の増強が不可避である。他方、過剰な食料摂取による肥満

や非感染性疾患の増加は、高所得国に限らず低・中所得国でも深刻な課題となりつつあ

る[140]。このように、現代の食料システムは、栄養・健康の観点から「不足」と「過剰」

という二重の課題を同時に抱えている。 

地球環境面では、食料生産はプラネタリーバウンダリーズの超過と密接に関係してい

る[142]。生物圏の健全性をはじめとする複数の境界は、食料システム由来の負荷だけで

安全域を超えていると評価されている。気候変動については、食料システムは世界の温

室効果ガス排出量の 25％以上を占めており[143]、食料部門における排出削減なくして

パリ協定の目標達成は困難である。また、農業に伴う土地利用の拡大は、世界的な生物

多様性損失の最も重要な直接要因のひとつである[34]。他方、日本の里山に代表される

ように地域によっては伝統的な農業が生物多様性の維持・回復に寄与してきた側面も指

摘されている[144]。したがって、持続可能な食料生産に向けては、環境負荷を高める農

業慣行を抑制しつつ、生態系と調和した伝統的・地域的農業の価値を継承・強化してい

くことが求められる。 
これらを踏まえ、必要な食料を安定的に供給しながら、栄養・健康と地球環境の双方
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の課題を解決するためには、生産から消費に至る食料システムの大転換（Food system 

transformation）が世界規模で必要であると考えられている[145]。諸外国で地球環境と

健康に関する食料システム戦略を策定する動きが見られる中、日本においても農林水産

省が生産力向上と持続可能性の両立を目指した「みどりの食料システム戦略」を 2021年

に策定している[146]。なお、日本においては、農畜産業・水産業が国内温室効果ガス排

出に占める割合は必ずしも高くないことから、これまで食料生産と地球環境負荷の関係

が十分に意識されてこなかった側面がある。しかし、日本の食生活は高い輸入依存度に

よって支えられており、海外での食料生産に伴う環境負荷も含めて考慮する必要がある

[147]。このことは、食をめぐるプラネタリーヘルスの課題が国境を越えた対応を不可欠

とすることを示している。 

食料システムの大転換の主要な要素としては、環境制約の中で生産性を高める持続可

能集約化（Sustainable intensification）、生産から消費に至る各段階における食品ロ

ス・食品廃棄物の削減に加えて、食生活そのものの転換が挙げられる[145]。持続可能で

健康的な食生活は「プラネタリーヘルスダイエット」として提唱されており、野菜、果

物、豆類、種実類、全粒穀物などを多く摂取し、赤身肉、飽和脂肪酸、砂糖類などの摂

取を抑制することが推奨されている[142]。こうした食生活の転換は、地球環境への負荷

を低減し、人間活動をプラネタリーバウンダリーズの範囲内に収める上で大きく貢献し

うる。他方で、同じ食品であっても、農畜産業や水産業における生産方式によって環境

への負荷が大きく異なることも指摘されている[143]。現代の多くの食料生産が生産性

を追求し環境への負荷を増大させてきたなかで、「土壌が陸域生態系の生産性、多様性、

及び環境サービスを維持する能力」と定義される土壌の健康（Soil health）が農業生産

を支える考え方として提案されるなど[148]、環境負荷の低減と生産性を両立する食料

生産の在り方が検討されている。なお、日本やアジア地域における持続可能で健康な食

生活を検討する際には、魚介類の位置付けが重要な論点となる。プラネタリーヘルスダ

イエットにおいても魚介類の適量摂取が推奨されているが[142]、その拡大にあたって

は、乱獲防止や、気候変動に伴う水産資源の変動といった持続可能性への配慮が不可欠

である。 

 
(5) 教育・コミュニケーションとプラネタリーヘルス 

プラネタリーヘルスは、学術界のみならず、政策立案者、行政、産業界、市民社会な

ど多様な関係者が共通の目標に向けて協働する「超学際アプローチ」を本質とする概念

である[149]。しかしながら、この超学際アプローチを先導し、自らの高い専門性を基盤

としつつ他分野と連携し、地球規模の複雑な課題に取り組むことのできる人材は、国際

的にも十分に育成されているとは言い難い。そのため、プラネタリーヘルスを実践でき

る人材を体系的に育成する教育基盤の構築と、それを支える効果的なコミュニケーショ

ン手段の確立が重要である。 

これら課題に対応し、まず教育分野においては、国際的に「プラネタリーヘルス教育

フレームワーク（Planetary Health Education Framework）」が提示されている[150,151]。
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このフレームワークでは、(1)自然との相互関係、(2)人新世と健康、(3)公平性と社会正

義、(4)社会的運動とシステム変革、(5)システム思考と複雑性、の５つの領域が中核と

して位置付けられている。また、「社会が何を重視するかが、学習者が教育課程で達成

すべき能力や姿勢を規定する」という視点が強調されており、プラネタリーヘルスを通

じた社会変革という共通目標を明確に据えた教育プログラムの必要性が示されている。 

また、2024年には新たに、「プラネタリーヘルス行動計画（Planetary Health Roadmap 

& Action Plan）」が策定され、その主要分野のひとつとして、「公正で世界的な移行を

達成するためプラネタリーヘルスについて教育する」ことが明示された[152]。これを受

けて、PHA のウェブサイトでは、世界各地のプラネタリーヘルス関連シラバス[153]や、

学位プログラム[154]などが、検索可能な形で整理され、教育資源の共有が進められてい

る。国内においては、2026年度入学生から適用される看護学教育モデル・コア・カリキ

ュラムにおいて、「地球環境、社会環境と人間の健康の相互関係、すなわちプラネタリ

ーヘルスの観点について理解している」と明記された[155,156]。医学教育コアカリキュ

ラムにおいても、「気候変動と医療との関係性を理解し、患者が抱える健康に関する課

題と気候変動との関係を想像できる」能力が求められており、直接言及されてはいない

ものの、プラネタリーヘルスに関する内容が言及されている[157]。また、これら高等教

育のカリキュラムに加えて、プラネタリーヘルスは、幼少期からのこの概念にふれるこ

とは重要である。これまでユネスコが推進する「持続可能な開発のための教育（ESD: 

Education for Sustainable Development）」が展開されており、その推進拠点となるユ

ネスコスクールは、就学前教育を含む小・中・高等学校や、教員養成大学等が加盟して

おり、2023年 3月時点で 1,115校が日本で加盟しており、世界では 180の国・地域で約

10,000 校が加盟している世界最大規模の学校ネットワークである[158]。プラネタリー

ヘルス教育の展開においては、ESD 推進拠点などの既存の枠組みと連携しながら、多様

な立場の人々が地域で共に学びあう対話と共創を基盤とする場を用意して知を共創し、

その実践知を ESDのネットワークを通じて世界と共有していくような取り組みが望まれ

る。 
一方、プラネタリーヘルスの実践を社会に広げていくためには、教育と並んで「コミ

ュニケーション」が極めて重要である。プラネタリーヘルス行動計画には、政策立案者、

利害関係者、地域の実践者、市民など多様な主体との対話と情報共有の必要性が明示さ

れている[152]。これまで、科学的知見や提言が必ずしも実践の現場や社会全体に十分に

届いてこなかったという反省を踏まえ、そのギャップを克服することが求められている。

2023年以降、国際的なワーキンググループにおいて、ジャーナリストやメディア関係者

を対象とした定期的なセミナーが開催されるなど、各セクターに応じた情報発信の方法

が模索されている。また、コミュニケーションの課題やギャップの所在を整理した分析

[159]や、実践的なコミュニケーションツールをまとめた報告書[160]も 2025 年に公表

され、取り組みは概念整理の段階から実装の段階へと移行しつつある。このように、プ

ラネタリーヘルス人材の育成とコミュニケーション基盤の整備は、一部の地域や分野で

は着実に進展しているものの、世界のあらゆるセクターの人々が利用しやすく、かつ地
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域の社会・文化的背景に即した形で活用できる体制は、いまだ十分とは言えない。今後

は、異なる言語や文化、専門性を超えて共有可能な基盤を形成するとともに、各地域の

自然環境の多様性や、これまで培われてきた文化・知識体系など、共通性と多様性の双

方を尊重した、体験共有、理解を深める場が必要である。世界各地の多様性の理解には、

ひとつの地域や国の中での共有では十分でなく、世界規模での経験の交流は重要である。 
  



 
 

20 
 

５ プラネタリーヘルスにおける規範 
プラネタリーヘルスは、地球の自然環境と人間社会の相互依存関係を理解し、プラネタ

リーバウンダリーズを超えずに人間の健康とウェルビーイングを向上させることを目指す

統合的アプローチである。その実践にあたっては、科学的知見や技術的方策のみならず、

正義や倫理に関わる規範的原則を十分に踏まえる必要がある。 
 
(1) プラネタリーヘルスにおける正義と倫理学的諸問題 

健康という文脈での「正義」（justice）とは、社会的に不利な立場にある集団に、系

統的かつ回避可能な健康上の不利益が生じないようにすることであり、健康格差

（health disparities）の是正を目指す規範的原則である[161]。こうした健康における

正義の考え方は、環境要因による健康負荷の不均等な分配に着目する環境正義

（environmental justice）の議論と密接に関連している。環境正義は、1980年代に米

国で有害廃棄物処理場が黒人や低所得地域に集中していたことへの抗議、いわゆる「環

境人種差別（environmental racism）」への問題提起を契機とした社会運動として始ま

った。その後、この概念は国際的に広まり、より一般的に環境変化によるリスクや負担

が誰に、どのように配分されているのかを問う枠組みとして発展してきた[162]。 

この問題意識は、地域や国内の不平等にとどまらず、地球システムの変動がもたらす

健康影響を包括的に捉える視点へと拡張されている。すなわち、プラネタリーヘルスに

おける正義は、地球システムの持続性を前提とした倫理的枠組みであり、①世代内正義

（intragenerational justice）、②世代間正義（intergenerational justice）、③種

間正義（interspecies justice）の３つの側面から構成される[163]。特に気候変動によ

る健康影響は、低・中所得国や社会経済的に脆弱な集団に不均等に集中しており、既存

の健康格差をさらに拡大させている[164,165]。気候変動により生じた損失と損害（Loss 

and Damage）[166]について、COP26では温室効果ガスを大量に排出してきた先進国と、

気候変動による深刻な被害を受ける開発途上国（特に島しょ国）との間で、歴史的責任

や支援の在り方をめぐる議論が行われた[167]。また、子供や若年層、将来世代は、気候

変動の健康影響を最も大きく受けるにもかかわらず、そのリスクは現在の政策決定過程

に十分反映されていない。WHO の報告書では、世代間正義の視点を気候・保健政策に統

合する必要性を提案している。一方、人間のウェルビーイングは、生態系サービス（例

えば、清潔な空気・水など）に大きく依存していることから[163]、生態系の劣化は健康

や生活基盤への不均等な影響を通じて社会的格差を拡大させると考えられる[168]。 

地球規模の環境変動、例えば、気候変動に伴う海面上昇や干ばつ、極端気象などによ

る生活環境の悪化は強制的な移動や移住を増加させ、その過程で健康格差や脆弱性が高

まる[169]。また、このような移動は、社会的・経済的資源の差によって「移動できる人」

と「移動できない人」とを分ける構造的なプロセスとして理解され、健康への影響はそ

の差異に不均等に現れる[170]。 
プラネタリーヘルスの研究は、科学的エビデンスの構築を基盤として、地球規模の不

平等を是正する視点を統合するべきであろう。ここ数年のプラネタリーバウンダリーズ



 
 

21 
 

の議論にも公正性の視点が組み込まれ、地球システムの安定だけでなく、最も脆弱な

人々が重大な被害を受けない範囲を同時に考慮する“safe and just Earth-system 

boundaries”が提唱されている[171]。また、食料システムにおいても、健康や環境負荷

の改善だけでなく、食へのアクセス、労働条件、社会的保護（social protection、例え

ば脆弱な集団への栄養支援など）といった社会的公正性を同時に確保することが、持続

可能な転換の前提条件であるべきと提案されている[142]。 

 

(2) 法とプラネタリーヘルス 

プラネタリーヘルスの理念を実効性あるものとして社会に実装していくためには、科

学的知見や自発的取り組みに加え、法制度による裏付けが不可欠である。以下では、プ

ラネタリーヘルスを実現するために求められる法的対応について、主要な観点から整理

する。 

① 目標設定 
プラネタリーヘルスは、人間の健康及び地球の健全性に向けて人類が進むべき方向

を示すものであるが、これを法的に実現していくためには、指標を設定し、達成すべ

き目標を明確にすることが求められる。これは、プラネタリーヘルスに関する各分野

で科学的知見に基づいて設定されるべきであり、法はそれらを政策や行動の基準とし

て位置付ける役割を果たす。 
気候変動については、パリ協定の下で1.5℃目標が望ましいことが示されており、

2025年７月、国際司法裁判所は、気候変動に関する国家の義務について勧告的意見を

出し、各国の温室効果ガス排出削減目標は、この目標の達成に十分貢献可能なものと

されなければならないとした[172,173]。世界的には2050年ネットゼロが重要な指針と

なっている。生物多様性については、自然再興（ネイチャーポジティブ）の考え方と、

生物多様性条約の下の昆明モントリオール生物多様性枠組み[85,86]により、2030年

までに陸域・海域の少なくとも30％を保全する「30by30」がひとつの重要な目標とな

っている。他の分野においても目標の設定が重要である。化学物質に関しては、残留

性有機汚染物質（POPs）条約[174,175]、ロッテルダム条約[176]、水銀に関する水俣

条約[177,178]などが存在するが、なお網羅的なものになっていない。プラスチック汚

染については国際会議で条約交渉が進められてきたが、資源循環を重視しプラスチッ

クの生産規制を優先する国々と廃棄物管理を優先する国々との合意の着地点が見出さ

れていない状況にあり、2026年５月現在実質的な進展が停滞している。廃棄物管理に

ついては豪雨時の海洋流出の制御が難しいといった限界があり、留意が必要である。 
② 国際文書 
プラネタリーヘルスの確保の必要については、重要な国際文書で明言することも必

要となろう。1992年に採択されたリオ宣言第４原則[179]の持続可能な開発には、環境

容量の考え方も含まれているが、プラネタリーヘルスはそれを人間の健康と地球の健

全性との密接な関連性の中で捉えていると見ることができる。 

プラネタリーヘルス実現のためには、種々の国際環境条約の統合的発展が重要であ
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る。既存の気候変動枠組条約・パリ協定、生物多様性条約、POPs条約[174,175]、水銀

に関する水俣条約[177,178]、IHR(国際保健規則)[180]を、プラネタリーヘルスの観点

から横断的に捉え、共通の指標に基づく国際文書を作成することも考えられる。プラ

ネタリーヘルス実現のためにより具体的な条約を検討するときには、既存の環境条約

に何を付け加えるべきかについても検討しなければならない。薬剤の不適正な廃棄・

排出により耐性菌が増加し抗生剤の有効性が損なわれることを防止する条約の必要は、

この一例である。 

環境権については2022年７月28日に、国連総会で決議が採択され（A/RES/76/300）

[181]（「清浄で健康的かつ持続可能な環境に対する権利を人権として認識する」（１

項））、わが国もこれを支持した[182–184]。人権としての人の健康と、地球の健全さ

が密接に結び付いているというプラネタリーヘルスの考え方は、まさに人権としての

環境権に親和性がある。さらに自然の権利を国際文書で決議を行うことにより、プラ

ネタリーヘルスの実現に貢献する可能性もある。自然の権利については、南米諸国や

ニュージーランドで憲法や法律によって導入されている[185]。開発許可などを行う

べきかについての行政の判断において、従来、自然保護はいくつかの考慮要素のひと

つにすぎなかったのに対し、自然に権利を付与することにより、自然保護の要素が第

一義的なものとなる点に意義がある。もっとも、そもそも権利というための基礎が自

然にあるといえるかについては法的な議論を要し、さらなる検討が必要である。 
③ 企業活動における環境配慮の仕組み 
最近、EUを起点として、国際的に環境・社会・ガバナンス（ESG）及び人権・環境デ

ューディリジェンスの動きが広がっており、企業活動を通じて、環境を改善する取り

組みがなされており、これはプラネタリーヘルス実現にもプラスの影響を与えるであ

ろう。 

ESGについては、企業に対する投融資を行う際に当該企業の環境に対する取り組み

が重要な判断材料とされるようになってきた。ESG推進のため、金融安定理事会(FSB)

は、G20の財務大臣・中央銀行総裁の要請を受け、2016年に、企業の気候変動関連財務

情報開示に関する特別作業部会(TCFD)を設置し、同年、企業の自主的情報開示に関す

る原則と先進事例についての勧告を公表した。わが国では、2023年の金融商品取引法

の下の内閣府令の改正により、有価証券報告書に企業のサステナビリティ情報の「記

載欄」を設けることが定められた[186]。このような仕組みは、企業の環境配慮の取り

組みを大きく向上させる原動力となっている。米国の共和党政権は反ESGの動きを強

めており予断を許さないが、ESGの世界的な潮流は止められないし、止めるべきではな

い。 

人権・環境デューディリジェンスについては、2011年、国連人権理事会において「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」[187,188]が出され、2024年にはEUでこれについての

指令が採択された（Directive(EU)2024／1760）[189]。大企業は、サプライチェーン

における活動による環境負荷などに対してもチェックをし、修正することが要請され

るため、このような取り組みの進展は、環境向上に寄与しうる[190–192]。 
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このような企業活動における環境配慮の仕組みを進展させていくことがプラネタ

リーヘルス実現に重要である。 
 
(3) プラネタリーヘルスと価値体系 

第４章の各節で示したように、プラネタリーヘルスは社会の多くのセクターにおいて、

現状の（時には大幅な）見直しを求めている。また、各節でとりあげた事象は相互に関

連し、時には事象間のコンフリクトも存在する。そのような状況の中で、政治や企業活

動を含め様々な主体が意思決定を下す時、社会や事業体のもつ価値観が重要な役割を果

たす。現行の価値観・価値体系あるいはガバナンスの在り方についてもたびたび議論に

のぼる[1]。他の節で取り上げられた正義や倫理も、現行の価値観に新たな視点を加える

議論のひとつと言えよう。 

経済活動、とりわけ消費活動と生産活動は、人間活動をプラネタリーバウンダリーズ

の枠内にとどめる上で中心的な要素となる。経済の評価指標としての GDPへの過剰な依

存は、プラネタリーヘルスを推進する上での障害のひとつとして指摘されてきた[1]。現

世代の人間の利益と資本のフローに主眼を置いた指標である GDPに代わる指標は、プラ

ネタリーヘルスの議論とは直接関連のないところでも古くからいくつも提案されてき

た。例として、国連の人間開発指数（HDI）[193]、経済成長の負の側面も考慮した Genuine 

Progress Indicator（真の進歩指標）[194]、資本のフローだけでなくストックも考慮し

た包括的富指標（Inclusive Wealth index）[195]などを挙げることができよう。現在の

資源利用と社会状況（social outcomes）との関連を国単位で検討した最近のレビューに

よれば、現在、プラネタリーバウンダリーズ（の各国への割り当て相当分）の枠内にと

どまりつつ「良好な社会状況」を得られている国は極めて少数に限られており、プラネ

タリーバウンダリーズを超えずに人間のウェルビーイングを向上させるためには、現行

の供給と分配の体制を劇的に変革する必要性があるといわれている[196]。プラネタリ

ーヘルス（の達成状況）を評価する標準的な指標は現時点では存在しない。 

プラネタリーヘルスの観点からは、環境や自然の経済価値をどのように評価するかが

大きな論点のひとつと言え、生態系サービスの経済的価値の試算[63]以来、様々な研究

が実施されてきた。IPBESによる報告書[197]では、自然の市場的価値に加えて非市場的

価値にも着目することの重要性が示され、その欠如による価値評価の歪みが、生物多様

性の危機のみならず、気候変動、パンデミックの発生や社会の不公平性の根底にあると

指摘された[198]。価値評価の科学的方法はすでに多数存在するが、これを政策決定に適

切に反映させるプロセスが未成熟という指摘[198]は、プラネタリーヘルスの実現を阻

む要因が科学的知見の不足よりも、政策実現に至る過程にあるとする議論[199]とほぼ

重なっている。 

上記 IPBESの報告では、自然の価値評価カテゴリーとして従来の内在的（intrinsic）

価値、道具的（instrumental）価値に加えて、人と自然との関係性そのものに着目する

関係性価値（relational value）が取り上げられている。後述の Indigenous people の

価値観とも関連するが、このような現在の市場経済に乗せにくい価値評価が、今後のプ
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ラネタリーヘルスの議論で重視されるであろう。 

Indigenous people（狭い意味での先住民のみならず、その土地に“もともと”居住し

ていた集団という意味で）の文化・生活習慣・自然観・世界観が、プラネタリーヘルス

の方向性と高い親和性をもつことは、多くの研究で指摘されている[200]。特に動植物を

含む自然と人間との関係あるいは将来世代への配慮などにおいて、方向性の一致が見ら

れる。IPBESの報告[197]においても、Indigenous の知識体系がアカデミックな知識体

系と並列するものとして紹介されている。上述の研究[200]でも，多くの先住民の言語や

生活様式には人間を階層の頂点においたものがないことを指摘している。Indigenous 

peopleの世界観の特徴は、特に自然と人間との間に対立を求めない点で、人間と自然と

の一体性を強調する東洋的な世界観[9,201,202]とも多くの共通点を見出すことができ

ると言える。 

こうした Indigenous peopleの対極にあるのが先進国の都市居住者であり、米国で実

施された環境心理学的な調査において、都会化の程度と住民のマインド・セットのパタ

ーンあるいは環境配慮の程度が関連するという報告がある[203]。居住環境が人間の価

値観にも影響を与える可能性が示唆されているという意味で、人間―自然の関連におい

て、人間側の理解能力（capability）に劣化があるという指摘[204]とも共通点が見出せ

よう。 

Indigenous peopleや東洋的自然観への注目とともにプラネタリーヘルスにおいて最

近注目されている価値が humility（“謙虚さ”）である。文脈によって若干意味合い

に幅があるものの、自然界における人間の立ち位置を自覚すること、及び人間中心的

な価値観や保有する知識の不完全さに注意を払うことの重要さを強調する考え方であ

り、初期の人間中心的な立ち位置からの変位がうかがえる[205]。 
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６ 炭素中立、循環経済、自然再興とプラネタリーヘルス 

気候変動、生物多様性の損失、環境汚染という「地球の三大危機」は相互に密接に関

連し、人間社会と地球システムの双方に深刻な影響を及ぼしている。本報告で繰り返し述

べてきたように、プラネタリーヘルスは、こうした地球環境の限界の中で、人間の健康と

ウェルビーイングを維持・向上させるための統合的アプローチである。その実現のために

は、気候変動対策としての炭素中立（カーボンニュートラル）、資源利用の適正化を目指

す循環経済（サーキュラー・エコノミー）、生態系の健全性回復を図る自然再興（ネイチ

ャーポジティブ）という三つの戦略を同時に進める必要がある。 

 

(1) 炭素中立の達成とプラネタリーヘルス 

IPCC 第６次評価報告書（AR6）は、気候変動がすでに世界の健康に多面的影響を及ぼ

しており、今後その影響が不可逆的な水準に達する可能性を警告している。温室効果ガ

ス排出削減は、気候起因の健康影響を緩和する最も直接的な手段であり、大気汚染の改

善や慢性疾患予防などの健康上の利益も同時にもたらす。 

日本学術会議提言『炭素中立社会』[22]では、炭素中立にはエネルギー転換や都市構

造の改革、消費・生産の見直しなど、社会システム全体の変革が不可欠であると指摘さ

れている。これらの取り組みは、プラネタリーヘルスの観点からは、人類の活動を地球

環境の許容範囲（プラネタリーバウンダリーズ）に収めるための基盤を形成するもので

ある。 
この社会変革は、産業、交通、建築、農業、食料システムなど、あらゆるセクターに

広く関わる。エネルギー利用の効率化、再生可能エネルギーの普及、資源循環型の生産・

消費構造への転換を進めることにより、極端高温や大気汚染、感染症リスク、食料安全

保障の不安定化など、気候変動に起因する健康影響が軽減され、地域社会のレジリエン

スも高まる。 
すなわち、炭素中立の実現は、単なる環境目標にとどまらず、人々の健康増進と地球

システムの健全性を同時に確保するための根幹的取り組みであり、プラネタリーヘルス

が目指す「人間の健康と地球の持続可能性の両立」を支える基盤となる。 
 

(2) 循環経済の推進と健康・生態系の保全 

循環経済は、資源消費の削減、廃棄物の最小化、汚染の予防を通じて、環境負荷を大

幅に低減するための経済システムである。従来の「大量生産・大量消費・大量廃棄」モ

デルでは、化学物質汚染や廃プラスチックによる健康影響、生態系の劣化が顕著であっ

た。循環経済への移行は、これらの直接的な健康リスクを減らすだけでなく、資源採取

に伴う環境破壊や温室効果ガス排出を抑制する点でも重要である。 
提言『炭素中立社会』では、欧州型の循環経済政策では再生資源の活用、生産プロセ

スの脱炭素化、製品安全の再定義（例：マイクロプラスチック規制）などが進んでいる

一方、日本では依然として「リサイクル中心」の枠組みを超えた制度転換が求められて

いると指摘されている。これは、化学物質管理、廃棄物ガバナンス、国際サプライチェ
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ーンにおける環境影響管理など、プラネタリーヘルスが重視する“システム全体の安全

性”と深く関わる。 
循環経済は、単なる資源回収の枠を超え、生産・消費・価値観の転換を通じて、人間

と環境のウェルビーイングを同時に向上させる枠組みであり、プラネタリーヘルスに不

可欠な基盤的アプローチである。 
 

(3) 自然再興と人間のウェルビーイング 

近年、生物多様性の急速な損失が報告され、プラネタリーバウンダリーズではすでに

生物圏の健全性が大きく閾値を超えていると評価されている。生物多様性の損失は、食

料生産、水資源の安定性、感染症リスク、精神的健康、生態系サービスの維持など、あ

らゆる側面で人間の健康に影響を与える。 
自然再興は、単なる保全ではなく「生物多様性の状態を回復軌道に乗せる」ことを目

標とした国際的潮流であり、プラネタリーヘルスの中心課題のひとつである。本報告で

述べたように、自然との接触は精神的・社会的ウェルビーイングを高め、感染症や慢性

疾患リスクを間接的に低減することが示されている。さらに、里山管理や海洋生態系の

再生は、地域コミュニティの健康とレジリエンス向上にも寄与する。 
提言『炭素中立社会』においても、都市緑地の拡充、地域生態系の回復、自然を活用

した解決策（Nature-based Solutions）の導入が、気候緩和・適応、災害リスク軽減、

健康増進にとって多重の利益をもたらすことが示されている。自然再興は、環境政策で

あると同時に、公衆衛生政策でもある。 
 

(4) 三つの戦略の統合：プラネタリーヘルス実現に向けた体系的アプローチ 

炭素中立・循環経済・自然再興は、互いに強い相互作用を持ち、単独では効果を最大

化できない。例えば、再生可能エネルギーの導入は資源採掘や土地利用の課題を生み得

るが、循環型の素材利用や生態系配慮型の土地利用計画と統合することで、トレードオ

フを最小化しつつ多重の便益をもたらし得る。 
提言『炭素中立社会』では、これら三領域のコベネフィットと潜在的なトレードオフ

の体系的整理がなされている。プラネタリーヘルスの視点からは、これらの政策を個別

に進めるのではなく、地球の限界、社会的公正、健康影響を同時に考慮した統合的政策

デザインが求められる。 
この意味で、プラネタリーヘルスは、気候・生態系・資源利用の科学、公衆衛生・医

療、都市計画・食料システム・産業構造、法制度・経済システム・価値観などを「共通

の目標の下で再編成する統合フレームワーク」として位置付けられる。 
また、炭素中立・循環経済・自然再興といった政策的方向性は、健康影響の不公平を

是正し、将来世代を含む人々のウェルビーイングを持続的に確保するという倫理的立ち

位置に基づくものである。Reich [206] らが指摘するように、倫理的立ち位置の明確化

は政策実装に先立つ出発点であり、プラネタリーヘルスに基づく政策形成においても、

目標設定や優先順位付けを正当化する基盤として重要な役割を果たす。 
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(5) 今後に向けて：健康を基軸とした社会変革へ 

プラネタリーヘルスを基軸とした社会変革を進めるためには、健康を明確なアウトカ

ムとして位置付けるとともに、科学的知見、経済的合理性、社会的価値を統合的に捉え、

意思決定に適切に反映していくことが求められる。健康は、気候変動、生物多様性の損

失、環境汚染といった複合的な地球環境課題を横断的に捉え、分野横断的な政策統合を

促す基盤となる。 
炭素中立、循環経済、自然再興の同時達成は、単なる環境政策にとどまらず、人間の

健康とウェルビーイングの公平性を中核に据えた社会改革として位置付けられる。プラ

ネタリーヘルスは、持続可能でレジリエントな未来社会を構築するうえで重要な概念的

枠組みである。 
一方で、科学的知見の蓄積が進んでいるにもかかわらず、それが十分に政策形成や社

会実装に結び付いていないという課題、いわゆる「実装ギャップ」が依然として存在す

る[199,207]。この課題を克服するためには、研究段階から政策や社会実装を見据えた共

創的アプローチが不可欠であり、学術、行政、産業界、市民社会が連携しながら知見を

共有し、実装可能な解決策へとつなげていく必要がある。 

さらに、プラネタリーヘルスに関する社会的対話を促進し、科学的知見を正確かつ分

かりやすく社会に伝えることも不可欠である。情報の透明性と信頼性を確保しつつ、多

様な主体との対話を通じた合意形成を図ることが、持続可能な社会変革の実現に向けた

基盤となる[208]。 

今後、地球規模の環境変化の進行が見込まれる中で、人間社会の健康と地球システム

の安定性を同時に確保するためには、学術研究、政策形成及び社会実装を統合した取り

組みが不可欠である。超学際的な研究の推進と国際連携の強化を通じて、健康を基軸と

した社会変革を推進していくことが、持続可能な未来社会の実現に向けた重要な鍵とな

る。  
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＜用語の説明＞ 

① ATACH（Alliance for Transformative Action on Climate and Health） 

気候変動と健康の課題に対して各国が協力し、気候変動に対しより強靭で持続可能な保

健医療システムをつくるための国際同盟。気候変動による健康への影響、気候変動に強い

保健システムと施設のための技術、低炭素の持続可能性を促進する機会、介入の有効性な

どに関する証拠と知識を特定、普及、強化、提唱を目的とする。WHOが事務局を務め、2021

年の国連気候変動枠組条約締約国会議（COP26）の「COP26 Health Programme」を基盤とし

て設立された。100以上の国・地域と90以上のパートナー組織が参加しており、日本も2024

年５月に正式参加を表明した。 

(参考) https://www.atachcommunity.com/about-atach/ 

 
② Indigenous people 
一般的には“先住民”と訳されるが、プラネタリーヘルスを議論する文脈では、特定の

土地に歴史的に根差し、独自の文化・言語・価値観・生活様式を有する人々を広く含んで

用いられる。その多くは、土地の自然環境と密接に関わる生活を営み、生態系と共存する

中で培われた伝統的知識を有しており、そこから学ぶべき点は多い。一方で、開発や社会

構造の変化により本来の居住地域から追われるなど、社会的に不利な立場に置かれてきた

場合が多い。 

 
③ ウェルビーイング 

身体的・精神的・社会的に良好で満たされた状態のことであり、生活の質、心の充実、

社会的つながり、経済的安定、意義や目的意識を持って社会に貢献する能力を有するなど、

多面的に人がよりよく生きる状態を指す。WHOは“個人と社会が経験するポジティブな状態”

と説明しており、資源の公平な分配、全体的な繁栄と社会の持続可能性にも関わる。WHO憲

章の健康の定義にも含まれる。 

（参考）“Health is a state of complete physical, mental and social well-

being…”（健康とは、身体的・精神的・社会的に完全にウェルビーイングな状態」

WHO憲章より。 

 

④ 温室効果ガス 

二酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、一酸化二窒素（N₂O）など、赤外吸収能の高い気体。

地球から宇宙へ放出される赤外線に含まれる熱的エネルギーを吸収し、大気に止める。そ

の結果、全球平均温度が上昇している。IPCC AR6では、現在の地球温暖化の主因が人間に

よる温室効果ガス排出であることを、「疑う余地がない」と明確に述べている。 

 
⑤ 環境正義 

1990年に Robert Bullard の著書 Dumping in Dixie において、人種や社会階層による

公害影響の不均衡が指摘され、環境正義（Environmental Justice）は環境リスクへの曝露
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と環境に関する意思決定への関与が、人種や社会経済的地位によって非対称に分配される

という構造的な社会問題を示す概念として提示された。米国政府は1994年に大統領令12898

号「環境正義」を発出し、連邦政府機関に対して環境正義の視点を政策実装に組み込むこ

とを求め、米国環境保護庁（EPA）の政策にも大きな影響を与えた。その後、2010年代に地

球温暖化をめぐる議論が活発化すると、歴史的な温室効果ガス排出国の責任や経済的に脆

弱な層への不均衡な影響が、気候正義（Climate Justice）とともに議論されるようになっ

た。2015年以降、UNEP や WHO などの国際機関は、気候変動に限らず多様な環境課題を含

め、不平等な環境便益及び環境リスクの分配を評価する概念として環境正義を採用してい

る。SDGsは「誰一人取り残さない」という理念のもと、この概念を内包しているが、いく

つかの目標においては環境正義の観点から見たギャップや矛盾が存在し、経済成長を中心

とする枠組みがその要因となっているとの指摘もある。 
 

⑥ 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） 

『Task Force on Climate-related Financial Disclosures』は、2015年にG20の要請を

受けて、金融安定理事会（FSB：Financial Stability Board）の下に設立された国際的な

枠組みである。気候変動を単なる環境問題としてではなく、企業の財務に影響を及ぼすリ

スク及び機会として捉え、その影響を投資家に対して分かりやすく開示することを企業に

推奨している。TCFDによる開示は法的義務ではないものの、多くの国において上場企業や

金融機関で事実上の標準として採用されており、日本においてもコーポレートガバナンス・

コードに反映されている。なお、TCFDは2023年にその役割を終え、現在はISSB

（International Sustainability Standards Board）が策定するIFRS S1及びIFRS S2に統

合されている。 

（参考 1）IFRS S1 持続可能性関連財務情報の開示に関する一般要求事項：

https://www.ifrs.org/issued-standards/ifrs-sustainability-standards-

navigator/ifrs-s1-general-requirements/?utm_source=chatgpt.com 

（参考 2）IFRS S2 気候関連開示：https://www.ifrs.org/issued-standards/ifrs-

sustainability-standards-navigator/ifrs-s2-climate-related-disclosures/ 

 
⑦ コベネフィット 

コベネフィット（co-benefit）とは、単一の政策や取り組みから、複数の望ましい効果

が同時に得られること、またはそのような効果の相乗的な関係を指す概念である。例えば、

気候変動対策が、温室効果ガス排出削減にとどまらず、同時に公衆衛生の向上、環境汚染

の低減、さらには開発途上国における持続可能な開発や社会課題の解決にも寄与する場合、

こうした取り組みは「コベネフィット・アプローチ」と表現される。 
 

⑧ 残余炭素予算 

残余炭素予算（remaining carbon budget）とは、全球平均気温上昇を1.5℃などの特定

の温度水準以内に抑えるために、今後追加的に排出可能な人為起源温室効果ガスの累積量
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を指す。各国が独自に定める排出削減目標であるNDC（Nationally Determined 

Contribution）の合計は、1.5℃目標と整合する残余炭素予算を超過しており、歴史的排出

量の大きい国や技術力・削減能力の高い先進国がより多く削減すべきかといった、公平な

国際的予算配分の在り方が主要な争点となっている。 

（参考）I. Melnikova, T. Yokohata, H. Shiogama, Article Narrowed uncertainty in 

future global temperature and remaining carbon budget, One Earth. 9 (2026) 

101526.  

https://doi.org/10.1016/j.oneear.2025.101526. 
 

⑨ システム思考 

事象を複数のシステムからなるシステム（system of systems）として捉え、個々の要素

のみならず、それらの相互作用や関係性、並びに全体の振る舞いに注目して考える思考方

法である。構成要素とその相互関連性、さらにシステム全体の目的や動きを把握すること

で、複雑な現象や問題の構造を理解し、より本質的な解決につなげることを目的とする。

特に複雑なシステムにおいては、フィードバックループを含め、ある対策や変化がシステ

ム全体にどのように波及するかを考慮することが重要である。 

（参考）C.A. Payne, Fundamentals of Systems Thinking, Vet. Clin. North Am. 

Food Anim. Pract. 38 (2022) 165–178. 

https://doi.org/10.1016/j.cvfa.2022.02.001. 

 
⑩ 自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD） 

『Taskforce on Nature-related Financial Disclosures』とは、企業や金融機関が、生

物多様性・生態系・自然資本（natural capital）といった自然に関するリスク及び機会を、

財務情報として開示するための国際的枠組みであり、2021年に設立された。TNFDは任意の

開示枠組みとされている。TCFDが主として気候変動に関する課題を対象としているのに対

し、TNFDは生物多様性、生態系、自然資本に関わる課題を幅広く扱う点に特徴がある。ま

たTNFDは、自然との関係性を体系的に整理するための手法として、LEAPアプローチを推奨

している。LEAPは、①事業活動が関係する自然を特定する Locate、②自然への依存及び影

響を評価する Evaluate、③それらに伴うリスクと機会を評価する Assess、④対応策の検

討及び情報開示を行う Prepare の4段階から構成される。 

（参考）TNFD Webサイト：https://tnfd.global/?utm_source=chatgpt.com 

 
⑪ 自然再興（ネイチャーポジティブ） 

2020年を基準として2030年までに生物多様性の損失を止め、種や生態系の健康・多様性・

回復力を高めることで、自然を回復軌道に乗せることを目指す国際目標である。本目標は、

昆明・モントリオール生物多様性枠組において発出され、23の行動目標（グローバルター

ゲット）が定められている。これらの目標は、①生物多様性の減少・脅威の削減、②持続

可能な自然の利用と利益の確保、並びに③目標の実施を支える仕組みの構築・主流化の三
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つに大別される。 

（参考）Nature Positive Initiativeホームページ：https://www.naturepositive.or

g/what-is-nature-positive/?utm_source=chatgpt.com 

 
⑫ 循環経済 

サーキュラー・エコノミー（Circular Economy）とも呼ばれる。従来の一方向の線形経

済（Linear Economy）―すなわち資源採取から製造、使用、廃棄へと至る経済モデル―か

らの転換を目指す考え方である。線形経済は、資源枯渇、廃棄物の増加、温室効果ガス排

出の増大といった課題を引き起こしてきた。循環経済では、資源・製品・価値を可能な限

り長く循環させながら利用することで、資源効率を高め、環境負荷を抑制しつつ、経済活

動と環境保全の両立を図ることを目的とする。 
 

⑬ 人新世 
人新世（Anthropocene）とは、人間活動が地球システムに与えた影響が、約1万1700年前

の最終氷期以降続いてきた完新世（Holocene）の自然変動を超えるほど顕著になったこと

から、2000年にPaul Crutzen (1995年ノーベル化学賞受賞）らによって提案された地質時

代の名称である。完新世との境界については、産業革命を起点とする案、核実験や大加速

（Great Acceleration）が始まった1950年前後とし、海底の放射性物質の堆積した層を時

代区分のマーカーとする案などが議論されたが、決定権を持つ国際地質科学連合（IUGS：

International Union of Geological Sciences）の下にある第四紀層序小委員会が2025年

4月に投票を行った結果、正式な地質時代としての採択には至らなかった。しかし人間活動

の結果が地球規模の大きなインパクトとなって見えているという事実にかわりはない。 

（参考）Anthropocene Working Group ホームページ：https://www.anthropocene-curr

iculum.org/contribution/defining-a-new-earth-epoch?utm_source=chatgpt.com 

 
⑭ 生態系サービス 

生態系サービス（Ecosystem Services）とは、森林、海洋、河川、湿地、土壌、生物多

様性などの自然の生態系が、その機能を通じて人間社会にもたらす多様な恩恵・便益を指

す。生態系サービスは、供給サービス（食料、水、木材など）、調整サービス（気候調整、

水質浄化、病害虫制御など）、文化的サービス（景観、伝統文化、教育・学習の場など）、

基盤サービス（栄養塩循環、土壌形成など）の４つに大別され、経済活動や人間社会の基

盤を成している。 
 

⑮ 超学際的 

超学際的（Transdisciplinary）とは、複数の学問分野の知見や手法を統合するだけでな

く、学術の枠を超えて社会の多様な関係者と協働しながら課題解決を目指す考え方や研究

アプローチを指す。学問分野間の連携・統合により研究を進めるアプローチが学際的

（interdisciplinary）と呼ばれるのに対し、超学際的アプローチでは、これに加えて、行
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政、企業、市民、地域社会などの非研究者も含め、課題設定から解決に至るプロセスを共

同で担う点に特徴がある。このため、超学際的研究は、社会課題の解決を重視する問題解

決志向（problem-oriented）の研究として位置付けられることが多い。 
 

⑯ バリューチェーン 

バリューチェーン（Value Chain）とは、製品やサービスが生み出されてから顧客に届く

までの一連の活動の流れを通じて、どのように「価値」が付加されていくかを捉える概念

である。材料調達、製造、流通・販売、使用、回収・再利用といった各段階において、付

加価値が創出される仕組みに着目する。サプライチェーンが主としてモノや情報の供給網

や効率性に注目して用いられるのに対し、バリューチェーンは、循環経済の考え方とも親

和性が高く、再利用や再資源化を含めた価値創出の連なりに注目する点に特徴がある。 
 

⑰ 非感染性疾患 

非感染性疾患（Non-Communicable Diseases：NCDs）とは、細菌やウイルスなどの病原体

が人に感染することにより発症する疾患ではなく、主に生活習慣、環境要因、遺伝的要因

などが複合的に関与して発症・進行する慢性疾患の総称である。世界保健機関（WHO）は、

心血管疾患、がん、慢性呼吸器疾患、糖尿病の４つを主要な非感染性疾患として挙げてい

る。喫煙、運動不足、アルコールの有害な摂取、不健康な食事、大気汚染は、非感染性疾

患の死亡リスクとの明らかな関係が示されている。 
 

⑱ プラネタリーヘルスダイエット 

プラネタリーヘルスダイエットとは、2019年にEAT–Lancet委員会が科学的根拠に基づい

て提案した、健康で持続可能な食生活パターンである。2025年に改訂版が発表された。あ

くまで健康の観点から提案された食生活でありつつも、食料システムから地球環境への負

荷をプラネタリーバウンダリーズの範囲内に抑えることに大きく貢献するとされる。 

（参考）EAT–Lancet 委員会ホームページ：https://eatforum.org/eat-lancet/the-pla

netary-health-diet/ 
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報告案について 
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報告案について 
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報告案について 
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＜参考資料２＞シンポジウム等開催  

〇2023年９月７日（木） 9:30 - 12:00 

１ 名称：公開シンポジウム「気候変動•生物多様性損失と人間の健康•社会：学際研究  

から市民協働実践活動の展開」 

２ 主催：日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会、公

益社団法人環境科学会、プラネタリーヘルスアライアンス日本ハブ、神戸大学

大学院人間発達環境学研究科 
３ 後援：公益社団法人日本 WHO協会、日本生命科学アカデミー、特定非営利活動法人日

本医療政策機構 
４ 開催場所：神戸大学鶴甲第２キャンパス（ハイブリッド） 
５ 開催趣旨： 
人類の人為的な活動が関連する地球温暖化や生物多様性の損失、その他の環境変化は、

人を含む生態系や社会に様々なリスクをもたらしている。気候変動や生物多様性損失のリ

スクの評価では、個別の事象の影響の評価だけでなく、社会的条件、地域的条件などを考

慮した評価も求められる。生物多様性の損失と気候変動の加速により、地球の生態系の動

態が大きく変化し、災害抑止力の低下、食糧生産への影響、パンデミックなど感染症リス

クの増大、人間の健康への影響がもたらされている。急速に高まる差し迫ったリスクに対

処するには、あらゆる場所でカーボンニュートラルを含む多様な手法により直ちに取り組

みながら、最善の対処方法を見出していく必要がある。 

人間の健康と地球上のすべての生命を含む地球の生態系に対して人間社会の人為的活

動がもたらしてきた影響を分析するとともに、課題を解決する社会実践の展開を重視する

超学際的な取り組みは「プラネタリーヘルス」と呼ばれ、世界各地で多様なステークホル

ダーが参加している。地球規模の課題であるが、具体的な実践活動の多くは地域単位での

展開が不可欠となっており、実践例が蓄積されつつある。 

本シンポジウムでは、まず、気候変動と生物多様性損失に関わる学際的研究の進捗を知

り、プラネタリーヘルスにおける環境学を含む分野横断研究の今後の展開について議論を

行う。さらに、地球規模の取り組みと地域社会の実践例に学び、今後のプラネタリーヘル

スを推進する展開手法について議論し、持続可能な開発目標の達成に向けた行動目標をた

てる。 

６ 参加人数： 

   講演者等：10名 

   その他の参加者：120名（現地参加 25名、オンライン参加 95名） 
 
 
〇2024年 11月９日（土） 13:00 - 16:15 

１ 名称：公開シンポジウム「プラネタリーヘルスのフレームワークで築く人類と地球の

持続可能な共生社会」 

２ 主催：日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会、広

島大学 IDEC国際連携機構 

３ 共催：Planetary Health Alliance Japan HUB 

４ 開催場所：広島大学霞キャンパス凌雲棟（ハイブリッド） 

５ 開催趣旨： 



 
 

61 
 

人類の人為的な活動が関連する地球温暖化や生物多様性の損失、その他の環境変化は、

人を含む生態系や社会に様々なリスクをもたらしている。多様なリスクがもたらしてきた

影響を分析するとともに、課題を解決する社会実践を重視する取り組みは「プラネタリー

ヘルス」と呼ばれている。 

日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会は、令和５年

（2023 年）９月７日に公開シンポジウム「[プラネタリーヘルス研究 市民公開シンポジ

ウム]気候変動・生物多様性損失と人間の健康・社会：学際研究から市民協働実践活動の展

開」を開催し、学際領域の研究の進捗、地球規模の取り組みと地域社会の実践例を踏まえ、

地域市民活動や経済活動と連動した超学際的な取り組みの展望を議論した。特に、人間の

健康と地球の健康が独立ではなく相互依存の関係にあることを認識し、人間の政治・経済・

社会の在り方との関係を注視し、最上の健康・ウェルビーイングと公正性の実現を目指す

ことによる、持続可能な開発目標の達成に向けての新たな展開が期待されている。 

本シンポジウムは、超学際的な取り組みの中で注目されている、「自然再興（ネイチャ

ー・ポジティブ）」、「脱炭素（カーボンニュートラル）」、「循環型経済（サーキュラ

ーエコノミー）」とプラネタリーヘルスとの関係性について、国際的な視座、国内の進捗

状況、地域の実践研究について理解を深め、プラネタリーヘルスにおける今後の社会実践

の展開並びに国際的な協働活動について議論を行う。 

６ 参加人数： 
   講演者等：12名 

   その他の参加者：130名（現地参加 50名、オンライン参加 80名） 

 

 

〇2025年３月 21日（金） 15:30 - 17:00  

１ 名称：公開シンポジウム「環境リスクと正義」 

２ 主催：日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会、第

95回日本衛生学会学術総会 

３ 共催：プラネタリーヘルスアライアンス日本ハブ 

４ 開催場所：ソニックシティホール 

５ 開催趣旨： 
人類の活動が関連する気候変動や生物多様性の損失に伴う地球環境変化や化学物質等

の管理の状況は、人を含む生態系や社会に様々なリスクをもたらしている。持続可能な開

発目標では、人の健康やウェルビーイングの公正性の実現を目指しているが、世界各地の

貧困問題、経済格差は、公正性の実現を複雑にしている。様々なリスクへの対応策は公正

性の実現に一定の貢献が期待されるが、政治的、社会的、文化的条件により、その貢献の

度合いは異なっている。 

日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会は、「プラス

チックのガバナンス」「プラネタリーヘルス研究」「人類と地球の持続可能な共生社会」

をテーマとしてシンポジウムを開催し、様々なリスクとその影響を分析するとともに、課

題を解決する社会実践を重視する「プラネタリーヘルス」のアプローチについても検討し

てきた。 

本シンポジウムは、環境リスクと人間の健康やウェルビーイング、生態系の健全性を考

えるなかで、地域間の格差やそれをめぐる責任について、議論する。そして、正義の観点

からの議論について理解を深め、人類が直面する環境リスクに世界の様々な立場の人と立
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ち向かうにあたって必要な視点について、議論を行う。 

６ 参加人数： 
   講演者等：７名 
   その他の参加者：100名 
 

 

〇2025年 11月１日（土） 13:00 - 15:00 

１ 名称：公開シンポジウム「プラネタリーヘルスの視点で捉える気候変動と災害：コミ

ュニティの役割と挑戦」 

２ 主催：日本学術会議環境学委員会・健康・生活科学委員会合同環境リスク分科会、フ

ューチャー・アースの推進と連携に関する委員会、防災減災学術連携委員会、

日本国際保健医療学会、帝京大学 

３ 後援：プラネタリーヘルスアライアンス日本ハブ 

４ 開催場所：帝京大学 板橋キャンパス 

５ 開催趣旨： 

2024年は観測史上最も暑い夏として記録された。これら気候変動の影響は、世界各地で

異常気象による災害、山火事の頻発、農産物への被害、そして熱中症の増加等、様々な形

で私たちの健康へ影響をもたらしている。こうした急激に変化している地球環境のもとで

私たちの健康を守るためには、「人と地球の健康は独立ではなく、相互依存によって成立

している」というプラネタリーヘルスの視点から、私たちの地域社会（コミュニティ）の

在り方を見つめ直す必要がある。 

本シンポジウムでは、気候変動と災害が私たちの健康に及ぼす影響を見つめ直し、コミ

ュニティがどのように備え・対応し・変革を進めるのか、そしてその実践をどのように地

球規模の行動へとつなげていくかを、プラネタリーヘルスの視点から多様な立場で議論し

た。 

６ 参加人数：対面 90名程度、オンライン 0名 

   講演者等：10名 

   その他の参加者：80名 

 

 

〇2025年 12月 18日（木） 13:30 - 16:45 

１ 名称：学術フォーラム「環境化学物質の健康影響、その理解と健康をまもる生活環境

の維持に向けて: １．環境化学物質の健康影響とは」 

２ 主催：日本学術会議 

３ 後援：国立医薬品食品衛生研究所、国立研究開発法人国立環境研究所、一般社団法人

日本衛生学会、一般社団法人日本環境化学会、一般社団法人日本公衆衛生学会、

一般社団法人日本毒性学会、日本内分泌撹乱物質学会、日本免疫毒性学会、一

般社団法人日本 DOHaD学会 
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４ 開催場所：日本学術会議講堂 

５ 開催趣旨： 

もともと天然に存在する化学物質や新たに合成された化学物質の中で、生活環境中に放

出される物質が環境化学物質と呼ばれている。環境化学物質は、現代の生活において化学

物質の利用や各種の人間活動の増大に伴って種類や量が増加しているが、その中にはヒト

や生態系に悪影響を及ぼす可能性をもつ物質も存在する。 

わが国のかつての公害をはじめとして、人類は高用量の環境化学物質による甚大な健康

被害を経験し、その後各国で化学物質の健康への悪影響を防止するための施策や研究が続

けられてきた。しかし近年では、環境化学物質がこれまで考えられていたよりも低用量で

健康に悪影響を及ぼす作用様式が新たに明らかにされ、また健康影響が曝露後に遅発的に

現れる例や世代を越える可能性など、これまであまり顧みられなかった影響発現様式が報

告されている。 

このような状況から、現在から将来にわたって人類が健康的な生活環境を維持するため

には、環境化学物質全体を視野に入れ、全容が未解明な環境化学物質の作用様式の解明や、

ヒトに対する影響の把握、曝露評価を持続的に進め、リスクの大きさを推定し、管理につ

なげることが求められる。この問題に関係する課題は多岐にわたることから、総合的・俯

瞰的な見地から学術分野横断的な検討が有用であると考える。そこで、多分野の関係者が

一堂に会して議論を行う場をもつことを企画した。まず、本フォーラムでは健康影響に関

わる課題を議論し、関係する課題の検討に反映させる予定である。 

６ 参加人数： 

   講演者等：10名 

   その他の参加者：211名（現地参加者 57名、オンライン参加者 154名） 
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＜付録＞ 

図表①「プラネタリーバウンダリーズ」 

 

 
Stockholm Resilience Centre (2025)より引用 

 
（用語注）Safe Operating Space（持続可能な活動範囲）Climate Change（気候変動）

Radiative Forcing（放射強制力）CO₂ Concentration（CO₂濃度）Novel Entities（新規化

学物質）Stratospheric Ozone Depletion（成層圏オゾン層の破壊）Atmospheric Aerosol 

Loading（大気エアロゾルの負荷）Ocean Acidification（海洋酸性化）Biogeochemical Flows

（生物地球化学的循環）P（リン）N（窒素）Freshwater Change（淡水変化）Freshwater Use, 

Blue Water（淡水利用,ブルー）Green Water（グリーン）Land-system Change（土地利用

変化）Biosphere Integrity（生物圏の健全性）Genetic（遺伝的）Functional（機能的） 

 

ストックホルム・レジリエンス・センター（Stockholm Resilience Centre）が提唱した、

人間活動が地球の生命維持システムに与える影響を評価する指標。人間活動が地球の限界

内にあれば社会は繁栄できるが、超過すると不可逆的な環境変化が生じる可能性がある。

2025年に公表された評価結果では、成層圏オゾン層の破壊、大気エアロゾルによる負荷の

２項目は、まだ環境容量を超えていないとされている一方で、気候変動、新規化学物質、

海洋酸性化、生物地球化学的循環、淡水利用、土地利用変化、生物圏の健全性の７項目は、

すでに限界を超えている。地球には一定の回復力があるものの、負荷の蓄積により将来的

な不可逆的変化のリスクが高まっている。 

 

出典：Stockholm Resilience Centre. Planetary Health Check 2025.  

https://www.stockholmresilience.org/research/planetary-boundaries.html 
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図表②「SDGsウェディングケーキ」 

 

 

 

持続可能な開発目標（SDGs）の17の目標の、階層的な依存関係を視覚化した図。最下層

の生物圏は、自然環境や生態系が持続可能でなければ、社会や経済は成立しないことを示

している。社会圏は、人間社会の福祉・教育・健康・平等・基本的インフラの構築など、

暮らしの質を高める目標群から成る。経済圏は経済的発展と持続可能な成長を表し、それ

らが環境及び社会の基盤の上に成立することを示している。 

 

出典：Stockholm Resilience Centreホームページ，クレジット：Azote for Stockholm 

Resilience Centre, Stockholm University CC BY-ND 3.0 

https://stockholmuniversity.app.box.com/s/zuxh04zq50bif0q5cbbhyghz0o9mjbch 

  

https://stockholmuniversity.app.box.com/s/zuxh04zq50bif0q5cbbhyghz0o9mjbch
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図表③「プラネタリーヘルスの概念における人間が引き起こした地球システムの変化とそ

の健康へのインパクト」 

 

 
 

気候と健康の研究分野はプラネタリーヘルスと密接に関連しており、生態学的決定要因

のひとつである気候変動が人間の健康に及ぼす多様な影響を明らかにすることを目的とし

ている。ワンヘルス（One Health）は、主として環境変化と感染症との相互作用に注目し

て発展してきた。これらのアプローチは共通の課題に対して補完的な視点を提供し、相互

に連携することで、より包括的な健康課題への対応が可能となる。 

 

出典：Planetary Health Alliance 2025, 日本語翻訳監修：Planetary Health Alliance 

Japan HUB 2026   

https://phajapan.jp/planetary-health-%e6%a6%82%e5%bf%b5%e5%9b%b3-%ef%bc%88%e7%bf

%bb%e8%a8%b3%ef%bc%89/ 

 
  

https://phajapan.jp/planetary-health-%E6%A6%82%E5%BF%B5%E5%9B%B3-%EF%BC%88%E7%BF%BB%E8%A8%B3%EF%BC%89/
https://phajapan.jp/planetary-health-%E6%A6%82%E5%BF%B5%E5%9B%B3-%EF%BC%88%E7%BF%BB%E8%A8%B3%EF%BC%89/
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図表④「健康・ウェルビーイングを支えるプラネタリーヘルスの概念の広がり」 

 

 

人間の健康やウェルビーイングについて考えるにあたり、一人一人の健康・ウェルビー

イングから、複数の人間が集まる社会における健康・ウェルビーイングや格差の課題を扱

うパブリックヘルスの領域、国内にとどまらず世界各地の健康・ウェルビーイングや格差

の課題を扱うグローバルヘルスの領域がある。また、感染症を中心として人間と動物とそ

れを取巻く環境の相互関係を生態系の課題と捉える領域はワンヘルスと呼ばれる。プラネ

タリーヘルスは、これに加えて、さらに文化、法制度、経済活動などの社会システムを含

めた地球規模の要因が人間の健康に及ぼす影響を対象とし、プラネタリーバウンダリーズ

によって示される地球システムの限界も視野に入れ、社会との対話も含め地球システム全

体の持続可能性を通じて人間の健康を維持することを目指す視座である。また、人間の健

康と社会・生態系との相互依存関係を地域的に研究する領域としてエコヘルスがある。こ

れらの枠組みは観点や対象領域の違いによって使い分けられるものであり、プラネタリー

ヘルスが他の概念を包含する上位階層に位置付けられるわけではない点に留意する必要が

ある。 

 

この図は、以下のウェブサイト情報を参考に、日本学術会議環境学委員会・健康・生活

科学委員会合同環境リスク分科会が作成した。 

（参考 1）Webサイト「空畑（Sorabatake）」https://sorabatake.jp/30439/ 

図は三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 提供 

（参考 2）一般社団法人プラネタリーヘルスイニシアチブ ホームページ 

https://phi.or.jp/planetaryhealth 

（参考 3）Global Health Ministriesホームページ 

https://www.ghm.org/blog/our-planet-our-health 

https://sorabatake.jp/30439/
https://phi.or.jp/planetaryhealth
https://www.ghm.org/blog/our-planet-our-health
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